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令和元年 9 月 9 日の台風 15 号の強風により、JMTR（材料試験炉）にある二次冷却系統冷却塔

の倒壊事象が発生した。これを受け、材料試験炉部内に UCL 系統冷却塔更新検討ワーキンググ
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討を進めた。 
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A collapse event of a cooling tower for secondary cooling system in the Japan Materials 
Testing Reactor (JMTR) was caused by the strong winds of Typhoon No. 15 on September 9, 
2019.  

As measures against the event, the working group for the renewal of the UCL (Utility 
Cooling Loop) cooling tower was established in the department of JMTR, and the integrity of 
the UCL cooling tower, which is the same type of wooden cooling tower as the secondary cooling 
tower in the JMTR, was investigated. As a result of this investigation, we have decided to 
replace the existing UCL cooling tower with a new cooling system. 

After investigations, in order to reduce the risk of collapse due to wood decay, the new cooling 
system was installed as a component of the air system to be managed as a performance 
maintenance facility after decommissioning. 

This report describes the design of and the evaluation results of the facility. 
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1．はじめに 
 

令和元年 9 月 9 日の台風 15 号の強風により、JMTR（材料試験炉）にある二次冷却系統冷却塔

の倒壊事象が発生した。その倒壊に至った原因調査及び原因分析を行い、4 つの原因が重なって

起こったことが特定された（1）。これを受け、材料試験炉部内に UCL 系統冷却塔更新検討ワーキ

ンググループを設置し、JMTR 内にある二次冷却系統冷却塔と同種の木造の冷却塔である UCL
（Utility Cooling Loop）系統冷却塔の健全性調査（2）を行うとともに、UCL 系統冷却塔の構造材

料である木材の交換・補修計画及び工事の実施、既設 UCL 系統冷却塔に代わる冷却設備の更新の

検討を進めた。 
既設 UCL 系統冷却塔の構成部材である木材の腐朽による倒壊のリスクを低減する必要があり、

JMTR の廃止措置計画の認可後、既設 UCL 系統冷却塔の使用を停止し、撤去することが望まし

い。しかしながら、既設 UCL 系統冷却塔に接続・冷却されている設備の一部は、廃止措置計画の

認可後も性能維持施設である空気系統を構成している設備を冷却する必要がある。このため、性

能維持施設にある設備を冷却するための冷却容量を評価し、新たな冷却設備の設計検討を開始し

た。一方、令和元年 12 月 25 日の第 50 回原子力規制委員会において、「資料 7 試験研究用等原

子炉施設の審査の改善策等について」（3）の中で、廃止措置中の試験研究用等原子炉施設における

施設の維持管理目的の機器の交換に係る手続きの合理化が示された。この中で、廃止措置中の試

験研究用等原子炉施設の維持管理の目的から既設機器等の交換を行う場合については、あらかじ

め、保安規定に、既設機器の同等品もしくは同等品以上の性能を有するものへ交換する旨の施設

の維持管理方針を規定し、その認可を受けておくことと決まった。 
このため、更新する冷却設備の設計検討にあたっては、「設計及び工事の計画の認可」（以下「設

工認」という。）相当の設計を行い、廃止措置計画認可申請書に反映する必要があり、原子力規制

庁との面談（4）や原子力規制委員会での審査会合（5）の中で冷却設備の更新の考え方を説明したう

えで進めた。 
本報告書は、新たな冷却設備を設計する上での方針と廃止措置計画の認可に必要な設計及びそ

の評価の結果をまとめたものである。 
 
 

2．既設 UCL 系統設備の更新の考え方 
 

JMTR の UCL 系統は、Fig. 1 に示すとおり、循環ポンプ、高架水槽及び冷却塔から構成され、

原子炉運転中には、原子炉付属の設備（ループの終段冷却系、炉外試験設備、ディーゼル発電機、

空気圧縮機及び制御棒駆動装置）の他、原子炉建家内の冷房・除湿のためのターボ冷凍機が接続

され、これらの設備から熱を冷却水にとり、この熱を冷却塔を用いて大気に放散するために運用

している。この UCL 系統設備には、二次冷却系統冷却塔と同類かつ同時期に設置された木造の冷

却塔である UCL 系統冷却塔が使用されている。 

一方、廃止措置が認可された後、原子炉付属の設備を全て冷却する必要がないことから、必要

な冷却能力は減少する。このため、UCL 系統に接続されている原子炉附属の設備の調査を行った。

その調査結果を Table 1 にまとめた。この結果、廃止措置認可後、UCL 系統に接続される原子炉

附属の設備のうち、冷却が必要な設備は、空気圧縮機とターボ冷凍機のみとなった。特に、廃止

措置計画の認可後、性能維持設備は空気系統（空気圧縮機）のみとなり、小型の冷却設備に更新

することが妥当であることが分かった。 
このため、木造である UCL 系統の冷却塔については、木材の腐朽による倒壊のリスクを低減す
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るため、使用計画を見直し、空気系統用（空気圧縮機）として、空気系統用の冷却塔を新規設置

し、空気系統用冷却設備として UCL 系統に代わる冷却設備を更新することとした。また、当該冷

却設備が運用した時点で、既存 UCL 系統設備は性能維持施設から除外する方針とした。 
 

 
Fig. 1 UCL 系統概要図 

 
 

Table 1 UCL 系統に接続されている原子炉附属の設備の調査結果 

 

  

P 循環ポンプ
（3台）

揚水ポンプ
（3台）

冷却塔
ファンUCL系統
冷却塔

・ディーゼル発電機
・空気圧縮機　

P

・ループの終段冷却系
・炉外試験設備
・制御棒駆動装置

管理区域内
（炉室）

管理区域外
（機械室）

UCL系ポンド

高架水槽

冷却塔ファン

※１：廃止措置計画認可後、ＵＣＬ冷却系統から切り離す。 ※２：原子炉建家内の冷房・除湿のために使用している機器。
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3．空気系統用冷却設備の整備に係る設計 
 

3.1 設計方針 
既設 UCL 系統に接続されている設備のうち、廃止措置期間中の性能維持施設は空気系統（空気

圧縮機）のみになる。空気系統は、原子炉建家の換気及び負圧の維持に使用する換気設備の運転

に必要な空気作動弁を駆動させるための圧縮空気を供給する系統である。圧縮空気は、空気系統

を構成する機器である空気圧縮機により供給される。このため、空気系統の構成機器として維持

管理を行うことから、空気圧縮機を冷却するための冷却設備（以下「空気系統用冷却設備」とい

う。）は廃止措置計画で認可が必要なことから、設工認相当の設計検討を行った。既設 UCL 系統

から冷却設備への更新に係る概要を Fig. 2 に、空気系統用冷却設備と換気設備の関係を Fig. 3 に

示す。 
 
3.2 設計 
空気系統用冷却設備は、設工認相当として設計することから、「試験研究の用に供する原子炉等

の技術基準に関する規則」との技術基準の適合性を確認した。Table 2 に示すとおり、空気系統用

冷却設備の設計にあたっては、第六条「地震による損傷の防止」、第八条「外部からの衝撃による

損傷の防止」及び第十二条「材料及び構造」の評価が必要である。 
なお、第四条「廃止措置中の試験研究用等原子炉施設の維持」については、空気系統用冷却設

備が性能維持施設である空気系統の構成機器として維持管理を行うこととし、UCL 系統の供用終

了における処置については、廃止措置計画認可申請書本文の「五 廃止措置対象施設 のうち解体

の対象となる施設及びその解体の方法」に示すこととした。 
第六条については、空気系統用冷却設備の主要機器に係る耐震評価であり、耐震重要度を一般

機器（C クラス相当）とし、原子炉設置変更許可申請書に記載された一般機器の設計震度 0.2 G
に、原子力発電所耐震設計技術指針（6）（7）から要求される割増係数 1.2 を乗じた震度 0.24 G によ

り算定した地震力に対して損壊しないように設計することとした。 
第八条については、廃止措置期間中に想定される自然現象を検討し、主な設置場所が屋外とな

るため台風及び凍結を想定した。空気系統用冷却設備に使用する冷却塔は、二次冷却系統冷却塔

の倒壊事象を踏まえ、建築基準法に基づいて風荷重の評価を行い、倒壊しない設計とすることと

した。また、冬季における冷却水の凍結を防止する設計とすることとした。 
第十二条については、空気系統用冷却設備の配管は、「試験研究用原子炉施設に関する構造等の

技術基準（平成 15 年 5 月 30 日（15 科原安第 13 号））」（以下「研究炉技術基準」という。）に基

づいて耐圧強度評価を行い、十分な耐圧強度を有するものとするものとした。 
空気系統用冷却設備は、冷却塔、配管等（継手、フランジ及び弁類を含む。）、サポート類、循環

ポンプ、制御盤（以下「主要機器」と総称する。）から構成される。空気系統用冷却設備の系統図

を Fig. 4 に示す。適合性確認に基づいて、空気系統用冷却設備を構成する主な機器の設計条件を

決定した。空気系統用冷却設備の主要機器の設計条件を Table 3 に、主要機器の評価の考え方を

Table 4 に示す。 
なお、冷却塔は、既製品（カタログ品）を用いるものとし、同一規格品又は同等以上の性能を

有するものと交換できるものとした。また、配管経路を構成するために用いるバルブ及び循環ポ

ンプについては、日本産業規格（以下「JIS」という。）等の検査に合格した規格品を用いるもの

とし、同一規格品又は同等以上の性能を有するものと交換できるものとした。 
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3.3 主要機器 
空気系統用冷却設備が冷却する空気系統の空気圧縮機は 6 台であり、必要な冷却能力は交換熱

量 0.1 MW、冷却水流量 10 m3/h である。空気系統用冷却設備で使用する流体は、工業用水とす

る。構成する主要機器の仕様を以下に示す。 
① 冷却塔 

冷却塔は製造メーカにおける既製品とし、冷却能力が交換熱量 0.1 MW 以上、型式が開放式

冷却塔 2 台とする。 
② 配管等 
空気系統用冷却設備の冷却水が循環する系統（以下「冷却水系統」という。）に用いる配管（以

下「主配管」という。）は、JIS G 3454：2017「圧力配管用炭素鋼鋼管」（8）の STPG370 を用い

る。主配管は、50A-Sch40 及び 80A-Sch40 とする。また、冷却水系統は、配管の他、JIS の継

手又はフランジ、JIS 等の検査に合格した既製品の弁類により構成する。 
③ サポート 
主配管等のサポートに用いる材料は、JIS の形鋼及び板材を用いる。 

④ 循環ポンプ 
循環ポンプは、JIS 等の検査に合格した既製品を用いる。循環ポンプは 2 台とし、各々の冷

却水流量が 10 m3/h 以上の能力を有するものとする。 
⑤ 制御盤 
制御盤は、幅 700 mm × 奥行 400 mm × 高さ 1800 mm のユニット型に収納できるように

し、垂直自立型とする。 
⑥ 基礎ボルト 
冷却塔、制御盤、循環ポンプ、薬液注入装置及びサポート類の固定に使用する基礎ボルトの

材質は、JIS G 3101：2020「一般構造用圧延鋼材」（9）の SS400 を用いる。 
 
 

 
 

Fig. 2 既設 UCL 系統から冷却設備への更新に係る概要 
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Fig. 3 空気系統用冷却設備と換気設備の関係 

 

 
 

 
Fig. 4 空気系統用冷却設備の系統図 

 
 
 

M M

空気圧縮機(６台)
(空気系統)

補給水

：新設範囲

P

P

冷却塔

循環ポンプ

：主配管

：バルブ

：付属配管

薬剤 薬剤
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Table 2 「試験研究の用に供する原子炉等の技術基準に関する規則」との適合性の確認 

技術基準の条項 評価の必要性の有無 
適合性

有・無 項・号 
第一条 適用範囲 － － － 
第二条 定義 － － － 
第三条 特殊な設計による試験研究用等原子炉施設 無 － － 
第四条 廃止措置中の試験研究用等原子炉施設の維

持 有 第 1 項 付録 1 
第五条 試験研究用等原子炉施設の地盤 無 － － 
第六条 地震による損傷の防止 有 第 1 項 付録 1 
第七条 津波による損傷の防止 無 － － 
第八条 外部からの衝撃による損傷の防止 有 第 1 項 付録 1 
第九条 試験研究用等原子炉施設への人の不法な侵

入等の防止 無 － － 
第十条 試験研究用原子炉施設の機能 無 － － 

第十一条 機能の確認等 無 － － 
第十二条 材料及び構造 有 第 1 項第 1 号 

第 2 項 付録 1 
第十三条 安全弁等 無 － － 
第十四条 逆止め弁 無 － － 
第十五条 放射性物質による汚染の防止 無 － － 
第十六条 遮蔽等 無 － － 
第十七条 換気設備 無 － － 
第十八条 適用 無 － － 
第十九条 溢水による損傷の防止 無 － － 
第二十条 安全避難通路等 無 － － 
第二十一条 安全設備 無 － － 
第二十二条 炉心等 無 － － 
第二十三条 熱遮蔽材 無 － － 
第二十四条 一次冷却材 無 － － 
第二十五条 核燃料物質取扱設備 無 － － 
第二十六条 核燃料物質貯蔵設備 無 － － 
第二十七条 一次冷却材処理装置 無 － － 
第二十八条 冷却設備等 無 － － 
第二十九条 液位の保持等 無 － － 
第三十条 計装設備 無 － － 
第三十一条 放射線管理施設 無 － － 
第三十二条 安全保護回路 無 － － 
第三十三条 反応度制御系統及び原子炉停止系統 無 － － 
第三十四条 原子炉制御室等 無 － － 

第三十五条 廃棄物処理設備 無 － － 

第三十六条 保管廃棄設備 無 － － 

第三十七条 原子炉格納施設 無 － － 

第三十八条 実験設備等 無 － － 

第三十九条 
多量の放射性物質等を放出する事故の拡大
の防止 

無 － － 

第四十条 保安電源設備 無 － － 

第四十一条 警報装置 無 － － 

第四十二条 通信連絡設備等 無 － － 
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Table 3 空気系統用冷却設備の設計条件 
主要機器

項目 
設計条件 

冷却塔 配管等※6 サポート類 
最高使用圧力 ― 0.5 MPa（gage） ― 
最高使用温度 ― 60 ℃ ― 
機器等の区分※1 機器区分外 第 4 種管 機器区分外 
流体の種類 水 水 ― 

耐震設計の区分※2 一般機器 
耐震重要度分類※3 C クラス（相当）※4 

設計震度※5 水平 0.24 G 
※1：試験研究用原子炉施設に関する構造等の技術基準における機器区分 
※2：JMTR の「原子炉設置変更許可申請書」における耐震設計の区分 
※3：原子力発電所耐震設計技術指針における耐震重要度分類 
※4：空気圧縮機の耐震重要度分類は、原子炉運転中において非常用排気設備及び破損燃料検出

系に供給する機能については S クラス（相当）とし、これ以外の機器へ供給する機能につ

いては C クラス（相当）としていた。廃止措置段階では原子炉の運転はないため、空気圧

縮機の耐震重要度分類は C クラス（相当）のみとなる。このため、空気系統用冷却設備の

耐震重要度分類を C クラス（相当）とする。 
※5：JMTR の「原子炉設置変更許可申請書」本文に記載された一般機器の設計震度に原子力

発電所耐震設計技術指針から要求される割増係数 1.2 を乗じた震度 
※6：継手及びフランジは「第 4 種管」、弁類は「機器区分外」。 

 
 

Table 4 主要機器の評価の考え方 
評価項目 評価箇所 評価に係る考え方 

耐震評価 

基礎ボルト 
・冷却塔 
・ポンプ 
・制御盤 
・薬液注入装置 
・配管サポート 

「原子力発電所耐震設計技術指針」を準用し、地震力によ

り各基礎ボルトに発生する応力を求め、許容応力との比

較を行い、全て許容値内であることを確認する。また、応

力評価で算出した基礎ボルトに発生する引抜荷重が「建

築設備耐震設計・施工指針」に示された許容引抜荷重以下

であることを確認する。 

配管支持間隔 
「原子力発電所耐震設計技術指針」を準用し、振動数基準

定ピッチスパン法により、配管の振動数が 20 Hz 以上と

なる支持間隔を計算により設定する。 

配管サポート 
「原子力発電所耐震設計技術指針」を準用し、地震力によ

り配管サポートに発生する応力を求め、許容応力との比

較を行い、全て許容値内であることを確認する。 

耐圧評価 配管の必要最小厚さ 

「研究炉技術基準」に則り、最高使用圧力時における管及

びフランジの強度計算を行い、計算上必要厚さを算出し、

実際に使用する配管の厚さが必要厚さ以上であることを

確認する。 
 

JAEA-Technology 2021-045

- 7 -



 

 

4．設計に必要な要求事項の検討 
 
4.1 地震による損傷の防止（第六条） 

JMTR 原子炉施設の廃止措置計画認可申請書のうち、「七 性能維持施設の位置、構造及び設備

並びにその性能並びにその維持すべき期間」の「2．空気系統用冷却設備の配置」で示した主要機

器の設置に先立ち実施する空気系統用冷却設備の耐震評価を行った。 
評価対象は、①冷却塔、②制御盤、③循環ポンプ、④薬液注入装置、⑤配管等（継手、フランジ

及び弁類を含む。）、⑥サポートとした。耐震重要度については、一般機器（C クラス相当）とし、

原子炉設置変更許可申請書に記載された一般機器の設計水平震度 0.2 G に、原子力発電所耐震設

計技術指針から要求される割増係数 1.2 を乗じた水平震度 0.24 G により算定した地震力に対して

損壊しないように設計することとした。一方で、本設備は、現在稼働中の UCL 冷却系統と同様な

機能が要求されるため、本評価においては、運転段階時において適用した UCL 冷却系統の耐震設

計の区分を用いるものとし、原子炉設置変更許可申請書に記載されている水平方向設計震度 0.4 
G、鉛直方向設計震度 0.2 G に設定し、保守的に「一般機器」（B クラス相当）として評価した。

以下に評価内容を示す。 
（1）冷却塔、制御盤、循環ポンプ及び薬液注入装置は、据え付け状態において構造的に 1 個の大

きなブロック状の形状であり、床面に基礎ボルトにより固定される。このため、機器を固定

する接続ボルト又は基礎ボルトに対し、地震により作用するモーメントによって生じる引張

応力とせん断応力について評価した。 

（2）配管は、原子力発電所耐震設計技術指針における「配管の標準的設計手法」に従い、「振動

数基準定ピッチスパン法により、直管部、曲がり部、分岐部、集中荷重部について最大支持

間隔の設定を行った。 
（3）サポートは、固有振動数が剛体とみなせる 20 Hz 以上の確認及び基礎ボルトの引張応力と

せん断応力について評価した。 

 
4.2 外部からの衝撃による損傷の防止（第八条） 

JMTR 原子炉施設の廃止措置計画認可申請書のうち、「七 性能維持施設の位置、構造及び設備

並びにその性能並びにその維持すべき期間」の「2．空気系統用冷却設備の配置」で示した主要機

器の設置に先立ち実施する冷却塔の風荷重評価を行った。 
冷却塔については、廃止措置期間中に自然現象である台風及び凍結を想定し、建築基準法に基

づいた冷却塔の風荷重の評価を行った。評価内容は、冷却塔が風による水平荷重が発生した場合

の基礎ボルトに発生する引張応力とせん断応力の評価を行い、基礎ボルトに発生する引張応力は

最も厳しい条件として、基礎ボルトを支点とする転倒を考え、これを片側の基礎ボルトで受ける

ものとしして評価し、倒壊の有無を確認した。 
 
4.3 材料及び構造（第十二条） 

JMTR 原子炉施設の廃止措置計画認可申請書のうち、「七 性能維持施設の位置、構造及び設備

並びにその性能並びにその維持すべき期間」の「2．空気系統用冷却設備の配置」で示した主要機

器の設置に先立ち実施する配管等の耐圧強度計算を行った。 
空気系統用冷却設備に用いる主配管（50A-Sch40、80A-Sch40）の耐圧強度計算を研究炉技術基

準に基づいて計算を行い、管の外径に応じた配管の必要最小厚さ及び十分な強度を有することを

確認した。また、主配管の他に付属配管（8A-Sch40～50A-Sch40）についても確認を行った。 
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4.4 溶接施工法に係る検討 
空気系統用冷却設備の設置における配管等の溶接については、廃止措置認可申請書において、

「試験研究の用に供する原子炉等の技術基準に関する規則（令和 2 年原子力規制委員会規則第七

号）」の第 12 条「材料及び構造」で定める「容器等の主要な耐圧部の溶接部」に該当するもので

はないため、溶接の管理等については同規則の解釈で定められている基準等（以下「溶接基準」

という。）を参考に実施することで認可を得ている。このため、溶接基準を参考に、本設備で用

いる溶接施工法、溶接設計及び溶接検査に適用する規格等の選定を行った。 
溶接基準の適用の確認のため、溶接基準の別記「試験研究の用に供する原子炉等に係る施設の

溶接の方法等について」を参照することにより、溶接の方法、溶接施工法、溶接設備及び溶接を

行う者について定められていた。これらは、設置する機器等が主要な溶接部に該当する場合、準

拠しなければならない項目である。このことから、本冷却設備は工業用水を用いた冷却を行うも

ので、据付ける機器は一般的な産業機器であることから、溶接基準適用及び代替え規格について

下記のとおり整理した。 
（1）溶接の方法 

溶接基準における溶接の方法については、同別記の別紙「試験研究の用に供する原子炉等に

係る施設の溶接の方法」に定められた「第 4 種管」に対して要求される溶接の方法（溶接設計

及び溶接検査等を含む）を準用する。 
（2）溶接施工法 

溶接基準における溶接施工法の要求は、「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に

関する規則」（以下「実用炉技術基準規則」という。）の第 17 条第 15 号の規定により確認さ

れたもの又はこれと同等のものとあり、同等のものとは、新検査制度導入（令和 2 年 4 月 1 日）

前の「試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規則」（以下「試験炉規則」とい

う。）第 3 条の 11 における溶接の方法の認可を受けたもの等とされている。 
本設備は、上記のとおり一般産業機器の据付け工事であることから、溶接基準の適用としな

いで、JIS で定められた以下の溶接施工法に則るものとする。 
（3）JIS Z 3420：2003「金属材料の溶接施工要領及びその承認－一般原則」（10）では、工事に対

して適用する溶接施工法の承認の方法等が規定されており、その方法は同規格の「5．溶接施

工法の確立と承認」によると、次のとおりである。 
① 溶接施工法試験による方法 
② 承認された溶接材料の使用による方法 
③ 過去の溶接実績による方法 
④ 標準溶接施工法による方法 
⑤ 製造前溶接試験による方法 
本工事においては「③ 過去の溶接実績による方法」を採用するものとし、本項で要求される

過去の実績の確認については、（1）溶接の方法で用いる「第 2 種継手」、「第 3 種継手」及び

「第 4 種継手」の施工実績を確認し、本工事で用いる溶接施工要領書を作成する。 
（4）溶接設備 

溶接基準における溶接設備の要求については、その溶接の方法に適したものであることとさ

れている。従って、（2）溶接施工法で定めた方法に適した溶接設備を溶接施工要領書に反映す

る。 
（5）溶接を行う者 

溶接基準における溶接を行う者（以下「溶接士」という。）に関する要求事項は、実用炉技術

基準規則第 17 条第 15 号の規定にする技能を有する溶接士であること又はこれと同等のものと
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あり、同等のものとは、溶接士技能の確認又は実用炉技術基準規則の解釈の別記-5「日本機械学

会「溶接規格」等の適用に当たって」のうち「3. 第 3 部溶接士技能認証標準（3）溶接士技能

認証標準への適合確認」（以下「技能標準」という。）より同等と認められた者とされている。 
技能標準で同等と認められる溶接士のうち、「イ自動溶接機を用いない溶接士」では、b）JIS 

Z 3801：1997「手溶接技術検定における試験方法及び判定基準」（11）に準拠して、社団法人日

本溶接協会が行う評価試験に合格し、技能標準別表第 4「溶接規格と JIS 資格区分の対応」の

JIS 資格区分に規定する技能認証を受けているものが認められている。 
本工事においては、上記の規定に適合した溶接士により溶接施工要領書に定めて、行うもの

とする。 
 
 

5．技術基準への適合性評価 
 
5.1 耐震評価 
空気系統用冷却設備の主要機器への地震による発生応力と許容応力の結果を Table 5 に示す。

この結果、冷却塔、制御盤、循環ポンプ及び薬液注入装置の接続ボルト及び基礎ボルトに発生す

る引張応力並びにせん断応力は許容応力以下であることを確認した。また、基礎ボルトとして使

用する「あと施工接着系アンカー」を、「建築設備耐震設計・施工指針（2014 年版）」（12）に基づき

評価した場合、あと施工接着系アンカーの短期許容引抜荷重は冷却塔（12 kN）、制御盤（12 kN）、

循環ポンプ（9.2kN）、薬液注入装置（7.6kN）であり、本耐震計算における冷却塔の基礎ボルト

1 本に作用する引張力（Fb）は冷却塔（-0.3553 kN）、制御盤（1.820 kN）、循環ポンプ（0.3249 
kN）、薬液注入装置（0.0807 kN）と計算値の方が小さい値のため、基礎ボルトが引き抜けること

はないことを確認した。付録 2 で示した空気系統用冷却設備の設計図に基づいて、配管等の直管

部、曲がり部、分岐部及び集中質量部について、剛体とみなせる固有振動数 20 Hz を確保する配

管の最大支持間隔を決定した。この結果を Table 6 に示す。この結果、配管等の支持形状におけ

る最大支持間隔は、すべて剛体とみなせる固有振動数 20 Hz を満足していることを確認した。サ

ポートの固有振動数の評価した結果を Table 7 に示す。サポートの固有振動数については 20Hz
以上の剛体とするため、使用する部材の全長及び質量に制限を設けた構造とした。地震による配

管のサポートへの発生応力と許容応力の結果を Table 8 に示す。この結果、サポートの基礎ボル

トに発生する引張応力、せん断応力並びにベースプレートと取り合うコンクリート部に発生する

支圧応力及びベースプレートに発生する曲げ応力は、許容応力以下であり、配管系の支持におい

て耐震強度は十分であることを確認した。地震によるサポートのベースプレート及びコンクリー

ト部への発生応力と許容応力を評価した結果を Table 9 に示す。この結果、サポートの基礎ボル

トに発生する引張応力及びせん断応力は許容応力以下であることを確認した。また、基礎ボルト

として使用する「あと施工接着系アンカー」を、「建築設備耐震設計・施工指針（2014 年版）」に

基づき評価した場合、壁打となるサポートの短期許容引抜荷重は 6.1 kN であり、本耐震計算にお

ける片持型サポートの基礎ボルト 1 本に作用する引張力（Fb）は最大で 1.428 kN と計算値の方

が小さいため、基礎ボルトが引き抜けることはない。また、床打となるサポートの短期許容引抜

荷重は 9.2 kN であり、本耐震計算における片持型サポート及び門型サポートの基礎ボルト 1 本

に作用する引張力（Fb）は最大で 1.424 kN と計算値の方が小さいため、基礎ボルトが引き抜ける

ことはない。 
以上の評価から、地震による損傷の防止における耐震強度は十分であることを確認した。 
なお、空気系統用冷却設備の耐震評価の計算書を付録 3 に示す。  
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Table 5 空気系統用冷却設備の主要構成機器への発生応力と許容応力の結果 

計算対象 
発生応力及び許容応力（N/mm2） 

引張応力 許容引張応力 せん断応力 許容せん断応力

冷却塔 
接続ボルト ―＊ 170 6 131 
基礎ボルト ―＊ 170 6 131 

制御盤 
接続ボルト 21 170 6 131 
基礎ボルト 13 170 3 131 

循環ポンプ 基礎ボルト 5 170 3 131 
薬液注入装置 基礎ボルト 2 170 4 131 

＊：引張力がマイナス側になったため、引張応力の発生はない。 
 
 

Table 6 空気系統用冷却設備の配管の最大支持間隔の結果 

計算対象 

最大支持間隔（mm） 

直管部 曲がり部 分岐部 曲がり部

及び分岐部

集中荷重部 
直管部及び

集中質量

曲がり部及び 
集中質量 

分岐部及び

集中質量

50A-Sch40 2592 2125 2073 1700 1555 1275 1243 
80A-Sch40 3138 2573 2510 2058 1569 1286 1255 

 
 

Table 7 空気系統用冷却設備の配管のサポートの固有振動数の結果 

計算対象 サポート全長

（mm） 
集中質量 
（kg） 

固有振動数 
（Hz） 

片持型 

K－1 
50A-Sch40

800 － 21.3 
750 9 21.3 

80A-Sch40
650 － 21.6 
600 31 20.6 

K－2 
50A-Sch40

1000 － 23.2 
1000 9 21.4 

80A-Sch40
900 － 20.9 
800 31 21.5 

K－3 
50A-Sch40

900 － 23.6 
850 9 23.9 

80A-Sch40
800 － 21.8 
750 31 20.6 

K－4 
50A-Sch40

1200 － 20.2 
1100 9 22.0 

80A-Sch40
1000 － 21.8 
950 31 20.5 

門 型 
M－1 50A-Sch40 1200×360×1200 － 21.6 
M－2 80A-Sch40 1550×700×1550 50 21.1 
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Table 8 地震によるサポートへの発生応力と許容応力の結果 

計算対象 
発生応力及び許容応力（N/mm2） 

引張応力 許容引張 
応力 

せん断

応力 
許容せん断

応力 

片持型 

K－1 基礎ボルト 15 170 4 131 
K－2 基礎ボルト 18 170 5 131 
K－3 基礎ボルト 10 170 2 131 
K－4 基礎ボルト 16 170 2 131 

門 型 
M－1 基礎ボルト 8 170 1 131 
M－2 基礎ボルト 18 170 2 131 

 
 

Table 9 ベースプレート及びコンクリート部への発生応力と許容応力の結果 

計算対象 
発生応力及び許容応力（N/mm2） 

支圧応力 許容圧縮応力
曲げ応力 

許容曲げ応力
圧縮 引張 

片持型 

K－1 0.1 13 33 20 261 
K－2 0.1 13 33 25 261 
K－3 0.1 13 33 14 261 
K－4 0.1 13 33 21 261 

門 型 
M－1 0.1 13 25 3 261 
M－2 0.1 13 33 25 261 

 
 
5.2 風荷重評価 

風荷重による冷却塔基礎ボルトの発生応力と許容応力の結果を Table 10 に示す。風荷重による

冷却塔基礎ボルトの発生応力は許容応力以下であり、風荷重に対する強度は十分に満足している

ことを確認した。また、基礎ボルトとして使用する「あと施工接着系アンカー」を「建築設備耐

震設計・施工指針（2014 年版）」に基づき評価した場合、あと施工接着系アンカーの短期許容引

抜荷重は 12 kN である。一方、風荷重評価における冷却塔の基礎ボルト 1 本に作用する発生応力

は圧縮応力のため、基礎ボルトに引張応力は生じない。よって、基礎ボルトが引き抜けることは

なく、外部からの衝撃による損傷の防止（第八条）について倒壊することはないことを確認した。 
なお、空気系統用冷却設備の風荷重評価の計算書を付録 4 に示す。 

 
Table 10 冷却塔基礎ボルトの発生応力と許容応力の結果 

計算対象 
発生応力及び許容応力（N/mm2） 

引張応力 許容引張応力 せん断応力 許容せん断 
応力 

冷却塔 基礎ボルト ―＊ 170 6 131 
＊：引張力がマイナス側になったため、引張応力の発生はない。 
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5.3 耐圧強度評価 
研究炉技術基準における管の外径に応じた配管厚さと比較した結果を主配管 Table 11 に、付属

配管（補給水配管等）Table 12 に示す。主配管及び付属配管（補給水配管等）についての呼び径

における厚さが、研究炉技術基準における炭素鋼鋼管の必要厚さ以上であることを確認した。こ

れらの結果から、材料及び構造（第十二条）における耐圧強度は十分であることを確認した。 
 

Table 11 主配管の外径に応じた配管厚さと比較した結果 

計算対象 

管の内面に

受ける最高

の圧力 
（mm）

管の外径 
（mm） 

許容引張

応力 
（N/mm2）

長手継手の

効率 
（－） 

評価 
計算上必要

な厚さ 
（mm）

管の外径に

応じた厚さ 
（mm） 

主配管の

厚さ＊ 

（mm）

50A-Sch40 0.5 60.5 93 1 0.2 2.4 3.4 
80A-Sch40 0.5 89.1 93 1 0.3 3.0 4.8 
＊：主配管の厚さは、JIS G 3454：2017「圧力配管用炭素鋼鋼管」の厚さの許容差におけるマイ

ナス側の公差を差し引いた値 
 
 

Table 12 付属配管（補給水配管等） 管の外径に応じた厚さと比較した結果 
研究炉技術基準 JIS G 3454 

「圧力配管用炭素鋼鋼管」 第 40 条第 1 項 
第一号 
（mm） 

第 40 条第 1 項第三号 
管の外径 
（mm） 

管の厚さ 
（mm） 

呼び径 
（mm） 

厚さ＊ 
（mm） 

0.1 
25 未満 1.4 

8A（φ13.8） 1.7 
0.1 10A（φ17.3） 1.8 
0.1 15A（φ21.7） 2.3 
0.1 25 以上 38 未満 1.7 

20A（φ27.2） 2.4 
0.1 25A（φ34.0） 2.9 
0.2 38 以上 45 未満 1.9 32A（φ42.7） 3.1 
0.2 45 以上 57 未満 2.2 40A（φ48.6） 3.2 
0.2 57 以上 64 未満 2.4 50A（φ60.5） 3.4 

＊：主配管の厚さは、JIS G 3454：2017「圧力配管用炭素鋼鋼管」の厚さの許容差におけるマイ

ナス側の公差を差し引いた値 
 
 
5.4 溶接施工法の対応 
空気系統用冷却設備の設置における配管等の溶接については、次の規格等に則り施行すること

とした。 
① 溶接の方法 ：溶接基準における溶接の方法（溶接設計及び溶接検査等を含む）を準用 

する。 
② 溶接施工法 ：JIS Z 3420：2003「金属材料の溶接施工要領及びその承認－一般原則」 

のうち、「③ 過去の溶接実績による方法」に則った溶接施工法を用いる。 
③ 溶接設備   ：上記溶接施工法を満足する設備を溶接施工要領書に定める。 
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④ 溶接士   ：溶接基準における溶接士の技能標準を準用し、JIS Z 3801：1997「手溶 
接技術検定における試験方法及び判定基準」に則った一般社団法人日本 

溶接協会が行う評価試験に合格し、JIS 資格区分に規定する技量認定を

受けているものによる溶接士とする。 
 
 

6．空気系統用冷却設備の設置工事に係る検討 
 
空気系統用冷却設備の設置に関する工事は、Fig. 5 に示す方法及び手順で行い、その他の安全

機能を有する施設等に影響を及ぼさないように行うこととする。また、工事の保安については、

原子力機構大洗研究所（北地区）原子炉施設保安規定及び廃止措置計画の本文の「十二 廃止措

置に係る品質マネジメントシステム」等を遵守し、労働安全衛生法に従い作業者に係る労働災害

の防止に努めることとする。設置工事における検査は、Fig. 5 に示す工事の各工程に従い、以下

の項目について実施する計画とした。 

 

①材料検査 
検査方法：設計仕様で示した材料について、JIS 認証取得者等が発行した材料証明書等に

より確認する。 
判定基準：化学成分及び機械的性質が対応する JIS 規格値を満足していること。 

②外観検査 
検査方法：空気系統用冷却設備の主要機器について、外観に異常のないことを目視で確認

する。 
判定基準：主要機器の外観に異常がないこと。 

③寸法検査 
検査方法：空気系統用冷却設備の主要機器の寸法が所定の値であることを測定又は材料証

明書等若しくは試験検査成績書により確認する。 
判定基準：主要機器の主要寸法が所定の値であること。 

④耐圧検査 
検査方法：空気系統用冷却設備の系統構成が完了した配管系について、水圧又は気圧によ

り所定の圧力を負荷した後、検査圧力に耐え、かつ、漏えいのないことを目視

あるいは発泡剤により確認する。 
判定基準：所定の検査圧力に耐え、かつ、漏えいのないこと。 

⑤据付検査 
検査方法：空気系統用冷却設備の主要機器が所定の位置に適切に据え付けられていること

を目視又は測定器により確認する。 
判定基準：主要機器が所定の位置に適切に据え付けられていること。 

⑥作動検査 
検査方法：空気系統用冷却設備を運転し、主要機器である冷却塔及び循環ポンプの作動中

に異音、異常な振動の発生がなく円滑に動作することを確認する。 
判定基準：運転中に異音、異常な振動の発生がなく円滑に動作すること。 

⑦性能確認検査 
検査方法：冷却塔の交換熱量が 0.1 MW 以上を有する型式が選定されていることを銘板等

により確認する。また、空気系統用冷却設備の冷却水流量が 10 m3/h 以上を有
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することを確認する。 
判定基準：冷却塔の交換熱量が 0.1 MW 以上を有すること。また、冷却水流量が 10 m3/h

以上であること。 
⑧溶接部検査 

溶接部検査は、各溶接工程において溶接基準における第 4 種管に適用する以下の試験検

査項目を実施する。 
（a）溶接作業を行うとき 

1）材料確認検査 
検査方法：材料証明書等により、適切な材料であることを確認する。 
判定基準：化学成分及び機械的性質が対応する JIS 規格値を満足していること並び

に材料証明書等と実機材が合致していること。 
2）開先検査 

検査方法：開先及び開先面の状態に異常がないことを開先ゲージ又は目視にて確認

する。 
判定基準：開先及び開先面の状態に異常がないこと。 

3）溶接作業検査 
検査方法：溶接作業の記録により、当該溶接に使用する溶接設備等が適切であるこ

と、溶接条件が信頼性のある方法により行われ、溶接士の技能について

必要な資格等が取得され、維持されていることを確認する。 
判定基準：溶接作業が適切に行われていること。 

（b）非破壊試験が行える状態になったとき 
1）非破壊試験 

検査方法：溶接部表面に割れ及び有害な欠陥がないことを浸透探傷試験により確認

する。 
判定基準：溶接部表面に割れ及び有害な欠陥がないこと。 

（c）耐圧試験が行える状態になったとき 
1）耐圧試験 

検査方法：水圧又は気圧により所定の圧力を負荷した後、検査圧力に耐え、かつ、

漏えいのないことを目視又は発泡剤により確認する。 
判定基準：所定の検査圧力に耐え、かつ、溶接部に変形及び漏えいがないこと。 

2）仕上がり検査 
検査方法：目視確認等で溶接部の外観や仕上がり状態を確認する。 
判定基準：溶接部の外観及び仕上がりが良好であること。  
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Fig. 5 空気系統用冷却設備の工事フロー図 
  

JAEA-Technology 2021-045

- 16 -



 

 

7．おわりに 
 

空気系統用冷却設備は、廃止措置移行後も性能維持設備としての重要な設備であるため、最新

の知見を反映し設計及び評価を行うとともに、廃止措置計画認可申請書に記載した。その後、令

和 3 年 3 月に廃止措置計画認可申請書が認可され、令和 3 年 5 月から工事に着手し、本年度中の

工事完了及び運用を開始する。一方、既存 UCL 系統設備は空気系統用冷却設備の運用開始後から

性能維持施設から除外することとする。 
本設計・評価に関しては、要員の知識向上を図ることができ、同様な冷却設備を有する冷凍機

の更新等、今後の廃止措置作業や後継炉の検討に向けて、非常に有意義な経験であった。 
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付録 1 「試験研究の用に供する原子炉等の技術基準に関する規則」との適合性に係る説明 
 
 
（廃止措置中の試験研究用等原子炉施設の維持） 
第四条 法第四十三条の三の二第二項の認可を受けた場合には、当該認可に係る廃止措置計画

（同条第三項において準用する法第十二条の六第三項又は第五項の規定による変更の認可又

は届出があったときは、その変更後のもの。以下この条において同じ。）で定める性能維持施

設（試験炉規則第十六条の五の二第十一号の性能維持施設をいう。）については、この規則の

規定にかかわらず、当該認可に係る廃止措置計画に定めるところにより、当該施設を維持し

なければならない。 
 
適合性の説明 
1． 空気系統用冷却設備は、性能維持施設である空気系統の構成機器として維持管理を行う。 

なお、UCL 系統の供用終了における処置については、本文の「五 廃止措置対象施設のう

ち解体の対象となる施設及びその解体の方法」に示す。 
 
 
 
 
（地震による損傷の防止） 
第六条 試験研究用等原子炉施設は、これに作用する地震力（試験炉許可基準規則第四条第二

項の規定により算定する地震力をいう。）による損壊により公衆に放射線障害を及ぼすことが

ないものでなければならない。 
２ 耐震重要施設（試験炉許可基準規則第三条第一項に規定する耐震重要施設をいう。以下こ

の条において同じ。）は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある

地震による加速度によって作用する地震力（試験炉許可基準規則第四条第三項に規定する地

震力をいう。）に対してその安全性が損なわれるおそれがないものでなければならない。 
３ 耐震重要施設は、試験炉許可基準規則第四条第三項の地震により生ずる斜面の崩壊により

その安全性が損なわれるおそれがないものでなければならない。 
 
適合性の説明 
1． 空気系統用冷却設備の主要機器（冷却塔、配管等、サポート類、循環ポンプ、制御盤）は、

耐震重要度を一般機器（C クラス相当）とし、原子炉設置変更許可申請書に記載された一般機

器の設計震度 0.2G に、原子力発電所耐震設計技術指針から要求される割増係数 1.2 を乗じた

震度 0.24G により算定した地震力に対して損壊しないように設計する。 
なお、自主検査において、材料検査、外観検査、寸法検査及び据付検査を行い、耐震性が確

保されていることを確認する。 
2．耐震重要施設ではないため適用外 
3．耐震重要施設ではないため適用外  
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（外部からの衝撃による損傷の防止） 
第八条 試験研究用等原子炉施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。）によりその

安全性を損なうおそれがある場合において、防護措置、基礎地盤の改良その他の適切な措置

が講じられたものでなければならない。 
２ 試験研究用等原子炉施設は、周辺監視区域に隣接する地域に事業所、鉄道、道路その他の

外部からの衝撃が発生するおそれがある要因がある場合において、事業所における火災又は

爆発事故、危険物を搭載した車両、船舶又は航空機の事故その他の敷地及び敷地周辺の状況

から想定される事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）により試験研究用等

原子炉施設の安全性が損なわれないよう、防護措置その他の適切な措置が講じられたもので

なければならない。 
３ 試験研究用等原子炉を船舶に設置する場合にあっては、原子炉格納容器に近接する船体の

部分は、衝突、座礁その他の要因による原子炉格納容器の機能の喪失を防止できる構造でな

ければならない。 
４ 試験研究用等原子炉施設は、航空機の墜落により試験研究用等原子炉施設の安全性を損な

うおそれがある場合において、防護措置その他の適切な措置が講じられたものでなければな

らない。 
 
適合性の説明 
1． 廃止措置期間中に想定される自然現象は、主な設置場所が屋外となるため台風及び凍結を想

定する。 
空気系統用冷却設備に使用する冷却塔は、二次冷却系統冷却塔の倒壊事象を踏まえ、建築基

準法に基づいて風荷重の評価を行い、倒壊しない設計とする。また、冬季における冷却水の凍

結を防止する設計とする。 
なお、自主検査において、外観検査、寸法検査及び据付検査を行い、台風及び凍結による損

傷を防止する構造であることを確認する。 
2．本申請の範囲外 
3．本申請の範囲外 
4．本申請の範囲外  
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（材料及び構造） 
第十二条 試験研究用等原子炉施設に属する容器、管、弁及びポンプ並びにこれらを支持する

構造物並びに炉心支持構造物のうち、試験研究用等原子炉施設の安全性を確保する上で重要

なもの（以下この項において「容器等」という。）の材料及び構造は、次に掲げるところによ

らなければならない。この場合において、第一号（容器等の材料に係る部分に限る。）及び第

二号の規定については、法第二十八条第二項に規定する使用前事業者検査の確認を行うまで

の間適用する。 
一 容器等がその設計上要求される強度及び耐食性を確保できるものであること。 
二 容器等の主要な耐圧部の溶接部（溶接金属部及び熱影響部をいう。以下この号において同

じ。）は、次に掲げるところによるものであること。 
イ 不連続で特異な形状でないものであること。 
ロ 溶接による割れが生ずるおそれがなく、かつ、健全な溶接部の確保に有害な溶込み不良

その他の欠陥がないことを非破壊試験により確認したものであること。 
ハ 適切な強度を有するものであること。 
ニ 機械試験その他の評価方法により適切な溶接施工法及び溶接設備並びに適切な技能を有

する溶接士であることをあらかじめ確認したものにより溶接したものであること。 
２ 試験研究用等原子炉施設に属する機器は、その安全機能の重要度に応じて、適切な耐圧試

験又は漏えい試験を行ったとき、これに耐え、かつ、著しい漏えいがないものでなければな

らない。 
３ 試験研究用等原子炉施設に属する容器であって、その材料が中性子照射を受けることによ

り著しく劣化するおそれがあるものの内部は、監視試験片を備えたものでなければならない。

 
適合性の説明 
1． 一 空気系統用冷却設備の配管は、「研究炉技術基準」に基づいて耐圧強度評価を行い、十

分な耐圧強度を有するものとする。 
なお、自主検査において、材料検査、外観検査及び寸法検査を行い、必要な強度、耐食

性を確保していることを確認する。 
二 容器等の主要な耐圧部に該当しないため適用外 

2． 自主検査において、耐圧検査を行い、これに耐え、かつ、著しい漏えいがないことを確認す

る。 
3． 試験研究用等原子炉施設に属する容器ではないため適用外 
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付録 2 空気系統用冷却設備の設計図  
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付録 3 空気系統用冷却設備の耐震強度評価 
 

付録 1 の第六条（地震による損傷の防止）に係る空気系統用冷却設備の主要機器（冷却塔、

制御盤、循環ポンプ、薬液注入装置、配管等、サポート）の耐震評価の計算書を以下に示す。 
 

計算書-1 耐震強度計算基本方針  
計算書-2 冷却塔の耐震強度計算  
計算書-3 制御盤の耐震強度計算  
計算書-4 循環ポンプの耐震強度計算  
計算書-5 薬液注入装置の耐震強度計算  
計算書-6 配管等の耐震強度計算  
計算書-7 サポートの耐震強度計算  
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計算書－1 

 
耐震強度計算基本方針 
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1．概 要 
本書は、原子力規制委員会に申請した JMTR 原子炉施設の廃止措置認可申請書のうち、「七 性

能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間」の「2．空気

系統用冷却設備の設置」で示した主要機器の設置に先立ち実施する耐震強度計算に関する基本方

針を示すものである。 
 
2．計算対象 
計算対象は、空気系統用冷却設備を構成する以下の主要機器に対して実施する。また、計算は

「3．適用規格・基準」の規格等に則るものとし、各機器の主要な要目等については、各機器の耐

震強度計算書で示す。 
（1）冷却塔 
（2）制御盤 
（3）循環ポンプ 
（4）薬液注入装置 
（5）配管等（継手、フランジ及び弁類を含む。） 
（6）サポート 
 
3．適用規格・基準 
（1）試験研究用原子炉施設に関する構造等の技術基準「平成 15 年 5 月 30 日（15 科原安第 13

号）」（以下「研究炉技術基準」という。） 
（2）原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG4601 補-1984）（以下「耐震技術指針補」という。） 
（3）原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG4601-1987）（以下「耐震設計指針」という。） 
（4）発電用原子力設備規格 材料規格（2012 年版）JSME S NJ1-2012 日本機械学会（以下「JSME」

という。） 
（5）日本産業規格（以下「JIS 規格」という。） 
（6）建築設備耐震設計・施工指針 2014 年版 日本建築センター 
（7）機械工学便覧 α.基礎編 2007（以下「機械工学便覧」という。） 
（8）各種合成構造設計指針 2010 日本建築学会（以下「合成構造指針」という。） 
 
4．耐震設計の区分 
空気系統用冷却設備の耐震設計の区分は、廃止措置計画認可申請書において「一般機器」（C ク

ラス相当）としている。一方、本設備は、現在稼働中の UCL 冷却系統と同様な機能が要求され

る。このため本評価においては、運転段階時において適用した UCL 冷却系統の耐震設計の区分を

用いるものとし、保守的に JMTR 原子炉設置変更許可申請書の添付書類八の 1.4 耐震設計に記載

する「一般機器」の静的に水平方向 0.4G、垂直方向 0.2G の地震力（B クラス相当）として評価

する。 
 
5．静的設計震度の設定 
静的設計震度については、耐震設計指針の「B クラス」に示されている機器配管系の静的設計

震度（20 %増）と原子炉設置変更許可申請書の耐震設計における一般機器の静的設計震度とを比

較し、大きい方を静的設計震度に設定する。 
（1）耐震技術指針における「B クラス」の静的設計震度 

水平方向：1.5×CI×1.2 ＝ 0.36 G（CI ＝ 0.2） 
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鉛直方向：0.36×0.5 ＝ 0.18 G 
（2）原子炉設置変更許可申請書の耐震設計における一般機器の静的設計震度 

水平方向： 0.4 G 
鉛直方向： 0.2 G 

 
上記から、原子炉設置変更許可書の耐震設計における一般機器の静的設計震度は、耐震設計指

針による静的設計震度より大きい。このため、耐震強度計算に用いる静的設計震度は、原子炉設

置変更許可申請書に記載されている水平方向設計震度 0.4 G 、鉛直方向設計震度 0.2 G に設定

する。 
 
6．計算条件及び計算項目 
6.1 冷却塔、制御盤、循環ポンプ及び薬液注入装置 
本計算における冷却塔、制御盤、循環ポンプ及び薬液注入装置（以下「計算対象」という。）は、

据え付け状態において構造的に 1 個の大きなブロック状の形状であり、床面に基礎ボルトにより

固定される。このため、計算条件、計算項目並びに許容応力の算出方法については共通とし、次

に示す事項により実施する。 
 
6.1.1 計算条件 
（1）計算対象の重心位置は、ブロック状のほぼ中央にあるものと仮定し、質量は重心に集中する

ものとする。 
（2）地震力は計算対象に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 
（3）計算対象のうち、制御盤の下面については接続ボルトでチャンネルベースに固定され、チャ

ンネルベースは基礎ボルトで床面に固定された固定端とする。また冷却塔及び循環ポンプに

ついては基礎ボルトで床面に固定された固定端とする。 
 
6.1.2 計算項目 
（1）固有周期の計算 

計算対象は構造的に 1 個の大きなブロック状をしており、重心の位置がブロック状のほぼ中

心にあるものとし、かつ、盤については接続ボルトでチャンネルベースに固定され、チャンネ

ルベースは基礎ボルトで床面に固定、冷却塔及び循環ポンプは基礎ボルトで床面に固定されて

いる。 
従って、全体的に一つの剛体とみなせるため、固有周期は十分に小さく、固有周期の計算は

省略する。 
（2）応力計算 

応力計算は、計算対象が剛体であることから、機器を固定する接続ボルト又は基礎ボルトに

対し、地震により作用するモーメントによって生じる引張応力とせん断応力について計算する。 
 
6.1.3 許容応力の算出方法 
（1）許容引張応力 

許容引張応力は、次の 2 式により求めた値のうち、小さい方を適用する。 
 

fts = 1.4fto �  1.6τb 
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fto = 1.5F2 

 
fts：引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 （N/mm2） 
fto：引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 （N/mm2） 
τb ：ボルトのせん断応力 （N/mm2） 
F ：発電用原子力設備規格 材料規格（JSME S NJ1-2012）付録 

材料図表 Part3 第 1 章表 6（Sy）に定める値、付録材料図 
表 Part3 第 1 章表 7（Su）に定める値の 0.7 倍の値のいず 
れか小さい方の値 （N/mm2） 
（合成構造指針より、SS400 の降伏点又は耐力の区分は 235（N/mm2）とする。）

  
（2）許容せん断応力 

許容せん断応力は、次式により求めた値とする。 
 

fsb = 1.5 F
1.5√3

 

 
F ：許容引張応力のＦと同一 
fsb：せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 （N/mm2） 

 
6.2 配管等 
配管等の評価は、耐震設計指針の配管に関する基本手順に則り実施する。 

 
6.2.1 設計手法 
設計手法は、配管の口径及び使用温度を基に、以下に示す耐震設計指針における「配管の標準

的設計手法」に従い実施する。 
本配管系の設計における最高使用温度は 60 ℃、最高使用圧力は 0.5 MPa であり、低温低圧の

配管系である。また、本配管系は、配管ピット及びトレンチを利用することにより、容易に敷設

が可能である。従って、同表における「簡易設計法」により実施する。 
 

配管の標準的設計手法 
配管分類 標準的設計手法 

使用温度 口 径 動的解析法 簡易設計法 

高い 
大口径 △ 〇 
小口径 △ 〇 

低い － － 〇 
〇：原則として適用する設計手法 
△：簡易設計手法が適用し難い場合について動的解析を行う。（C クラス配管は除く） 

 
6.2.2 支持点の設定 
簡易設計法には、「振動数基準定ピッチスパン法」及び「応力基準定ピッチスパン法」がある。
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これらは、基準振動数あるいは配管の許容応力に対して定められた支持間隔で支持点を設定する

ものである。 
本配管系の敷設は、配管ピット並びにトレンチ内において実施するものであり、支持点となる

サポートの据え付け位置の設定が容易にできることから、上記設計法のうち、「振動数基準定ピッ

チスパン法」を選択し、剛領域（20 Hz）となる支持間隔を設定する。 
また、設計手順は、以下に示す耐震設計指針における設計手順図に基づき、手法-1 により実施

する。 
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6.2.3 計算項目 
振動数基準定ピッチスパン法による計算項目を次に示す。 

 
（1）直管部 

直管部は、両端単純支持にモデル化し、1 次固有振動数が基準振動数（20 Hz）となる最大支

持間隔を算出する。 
 
（2）曲がり部 

曲がり部は、以下に示す耐震設計指針における曲がり角と振動数低下の関係の一例から、振

動数係数が最も小さくなる曲げ位置 1：1 の曲線を用いるものとし、直管の振動数係数（4.73）
と 90°曲げの振動数係数（3.9）の比から縮小率を 0.82 に設定し、直管部の最大支持間隔に縮小

率を乗じることにより、曲がり部の最大支持間隔を算出する。 
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（3）分岐部 
分岐部は、以下に示す耐震設計指針におけるスパン縮小率の例から、縮小率が最小となる分

岐位置がスパンの中間の場合の縮小率 0.8 を設定し、直管部の最大支持間隔に縮小率を乗じる

ことにより、分岐部の最大支持間隔を算出する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（4）集中質量部 

本配管系のサイズは、大別すると 50A-Sch40 及び 80A-Sch40 から構成される。また、これ

らの配管系において集中質量となる機器は、自動弁、逆止弁、ストレーナ、手動弁及びフラン

ジがあり、このうち、50A-Sch40 系統については「手動弁＋フランジ（30 kg）」、80A-Sch40 系

統に用いる「自動弁＋逆止弁（フランジ込 100 kg）」の組み合わせが最大質量となる。 
従って、集中質量部については、以下に示す耐震設計指針におけるスパン縮小率の例から、

縮小率が最小となる中間で集中質量うける場合の k = 0.5 の曲線を用いるものとし、集中質量

と直管部の定ピッチスパン長さの質量の比 1.5（50A-Sch40）、2.0（80A-Sch40）から縮小率を

保守的に 0.6 並びに 0.5 に設定し、前述（1）から（2）で求めた最大支持間隔に縮小率を乗じ

ることにより、集中質量部の最大支持間隔を算出する。 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

分岐点の位置（スパン中間の場合 0.5,1/4 の場合 0.25） 
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6.3 サポート 
サポートは、大別すると片持ち支持（以下「片持型」という。）又は両端支持（以下「門型」と

いう。）の状態に分類される。また、これらのサポートは、床面、壁面又は天井面に基礎ボルトに

より据え付けられる。このため、本計算においては、片持型及び門型について荷重条件が最も厳

しくなるケースを選定し計算を実施する。 
なお、本サポートは、耐震設計指針における「その他の支持構造物」に分類されるものであり、

伝達荷重に対して適切な強度を保持できることを確認する。 
 
6.3.1 計算項目 
（1）固有周期の計算 

サポートの固有振動数が剛体とみなせる 20 Hz 以上であることを確認する。 
（2）応力計算 

応力計算は、サポートを構成する支持部材、ベースプレート及び基礎ボルトについて、地震

荷重によって生じる発生応力の算出を行う。 
なお、上記固有振動数の計算において、20 Hz 以上が確認された場合は、剛構造となるため、

アンカー部の評価を行うものとする。 
 
6.3.2 計算条件 
（1）片持型サポート 

① 片持型サポートは、基礎ボルトにより壁面に固定された形状とする。 
② 配管材の支持点は U ボルトにより軸直方向のみを拘束するものとし、軸方向及び回転に

対しては自由とする。 
③ 固有振動数の計算にあたっては、片持ち梁にモデル化し、配管材、弁及びサポートの部材

質量（内包する水の質量を含む。）が負荷された状態とする。 
④ 発生応力の計算は、上記のモデルを用いるものとし、配管材、弁及びサポートの部材荷重

（内包する水の質量を含む。）が梁の先端に負荷されるものとして行う。 
（2） 門型サポート 

① 門型サポートは、ラーメン構造とし、基礎ボルトにより床面又は天井面に固定された形状

とする。 
② 配管材の支持点は U ボルトにより軸直方向のみを拘束するものとし、軸方向及び回転に

対しては自由とする。 
③ 固有振動数の計算は、等価なばね定数を有する 1 質点系にモデル化し、配管材、弁及びサ

ポートの部材質量（内包する水の質量を含む。）が負荷された状態とする。 
④ 支柱の応力計算は、支柱単体に分割し、片持ち梁モデルとして計算する。支持部材の応力

計算は両端支持梁モデルとして計算する。支柱及び支持部材の水平方向の曲げ応力度につ

いては、ラーメン構造として計算する。 
⑤ 負荷される荷重は、配管材、弁及びサポートの部材荷重（内包する水の質量を含む。）が

片持ち梁モデルについては梁の先端に、両端支持梁モデルについては梁の中央に負荷され

るものとして行う。 
 
6.3.3 許容応力 
サポートの許容応力については、耐震技術指針補の「3.6.1 その他の支持構造物の許容応力」

に従って設定する。 
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7. 計算精度 
計算過程における精度は、6 桁以上を確保するものとし、記載する数値の丸め方は次に示すと

おりとする。 
 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 
固有周期 ｓ 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 
設計震度 G 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位*1

温度*2 ℃ ― ― 整数位 
質量*2 kg ― ― 整数位 
回転数*2 min-1 ― ― 整数位 
床面高さ*2 mm ― ― 小数点以下第 1 位 
ボルトスパン*2 mm ― ― 小数点以下第 1 位 
モーメント N･mm 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 
最大支持間隔 mm 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 
ボルト断面積*3 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁 
降伏点*4 N/mm2 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 
引張強さ*3 N/mm2 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 
縦弾性係数 3 N/mm2 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 
断面二次モーメント mm4 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 
配管材の質量 kg 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁*5 
F 値 N/mm2 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 
力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁 
等分布荷重 N/mm 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 
算出応力*6 N/mm2 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 
許容応力 N/mm2 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

*1：原子炉設置変更許可書記載値を除く。 
*2：設計図書記載値とする。 
*3：断面積の計算に用いるボルト谷径については、JIS 規格値を用いる。 
*4：JSME に記載された温度の中間における降伏点および引張強さは、比例法により補間した

値の小数点以下第 1 位を切捨て、整数位までの値とする。 
*5：指数表記とする。 
*6：算出応力のうち、支圧応力については、小数点以下第 2 位を切上げ、小数点以下第 1 位の

数値とする。 
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計算書－2 

 
冷却塔の耐震強度計算 
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1．概要 
本計算書は、冷却塔に加わる地震力による応力計算を行い、構造上の健全性を評価したもので

ある。 
 
2．設計条件 
設計条件は次のとおり。 

 

機器名称 

静的設計震度 
（G） 

材質及び呼び径 
使用温度 
（℃） 

設計 
降伏点＊1 

Sy

（N/mm2） 

設計 
引張強さ＊2 

Su 

（N/mm2） 
水平 鉛直 接続ボルト 基礎ボルト 

冷却塔 0.4 0.2 
SS400 
M10＊3 

SS400 
M16＊3 

60 227 389 

＊1：発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2012）付録材料図表 Part3 第 1
章 表 6 に定める材料の各温度における設計降伏点 

＊2：発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2012）付録材料図表 Part3 第 1
章 表 7 に定める材料の各温度における設計引張強さ 

＊3：断面積の計算においては、JIS B 0205-4「一般用メートルねじ第 4 部：基準寸法」に示さ

れた谷の径を用いる。 
 
3．耐震計算 
耐震計算は、重心が盤のほぼ中心にあるものとし、地震力により基礎ボルトに発生する引張応

力とせん断応力について行う。 
 
3.1 計算モデル 
計算モデルを以下に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基礎ボルト計算モデル 
  

ℓ1ｉ ℓ2ｉ 

ℓ1ｉ ℓ2ｉ 

冷却塔フレーム 

基礎ボルト 

正面 
mｉ・CH・g 

mi・（1-Cv）・g 

重心 

転倒支点となる 
ボルト列 ボルト列 

引張を受ける 

基礎ボルト 

正面 

ｈ
ｉ

 
 ｈ

ｉ
 

接続ボルト 
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3.2 記号説明 
 

記 号 記        号        の        説        明 単 位 

Abi ボルトの断面積 mm2 

CH 水平方向設計震度 ― 

Cv 鉛直方向設計震度 ― 

d ボルトの谷径 mm 

F 研究炉技術基準 第 72 条第 1 項第 2 号イに定める値 N/mm2 

Fbi ボルトに作用する引張力 （1 本当たり）    N 

fsbi せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 N/mm2 

ftoi 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 N/mm2 

ftsi 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 N/mm2 

g 重力加速度（ = 9.80665） m/s2 

hi 据付面から重心までの距離  mm 

ℓ1i 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

ℓ2i 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

mi 運転時質量 kg 

ni ボルトの本数 ― 

nfi 引張力の作用するボルトの評価本数 ― 

Qbi ボルトに作用するせん断力 N 

π 円周率 ― 

σbi ボルトに生じる引張応力 N/mm2 

τbi ボルトに生じるせん断応力 N/mm2 
＊： ℓ1i ≦ ℓ2i 

 
注記：記号の添字 i の意味は、以下のとおりとする。 

i = 1 接続ボルト 
i = 2 基礎ボルト 
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3.3 引張応力 
基礎ボルトに対する引張力は、最も厳しい条件として基礎ボルトを支点とする転倒を考え、こ

れを片側の基礎ボルトで受けるものとする。 
 
（1）引張力 

引張力は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-513）から導出した次式により求める。 
 

Fbi = miCHghi-mi（1-CV）gℓ1i

nfi（ℓ1i+ℓ2i）
 

 
引張力は次のとおり。 

 

計算対象 Fbi 

（N） 
接続ボルト 
（i=1） -303.7 

基礎ボルト 
（i=2） -355.3 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

計算対象 mi 
（kg） 

CH 

（G） 
Cv 

（G）

g 
（m/s2）

hi 
（mm）

ℓ1i 

（mm） 
ℓ2i 

（mm） 
nfi 

（－）

接続ボルト 
（i=1） 785 0.4 0.2 9.80665 745 735.0 735.0 5 

基礎ボルト 
（i=2） 810 0.4 0.2 9.80665 1135 731.0 731.0 2 

 
（2）引張応力 

引張応力は、引張力が接続ボルトで-303.7（N）、基礎ボルトで-355.3（N）と負側になった

ため、計算を省略する。 
 
3.4 せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は、基礎ボルト全本数で受けるものとする。 
 
（1）せん断力 

せん断力は耐震設計指針の（6.6.3-510）の計算式から導出した次式により求める。 
 

Qbi = miCHg 
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せん断力は次のとおり。 
 

計算対象 Qbi 

（N） 
接続ボルト 
（i=1） 3080 

基礎ボルト 
（i=2） 3178 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

計算対象 mi 
（kg）

CH 

（G）

g 
（m/s2）

接続ボルト

（i=1） 785 0.4 9.80665

基礎ボルト

（i=2） 810 0.4 9.80665

 
（2）せん断応力 

せん断応力は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-511）により求める。 
 

τbi = 
Qbi

nAbi
 

 
基礎ボルト断面積 Abは、耐震設計指針の計算式（6.6.3-512）により求める。 

 

Abi = 
π

4 di
2 

 
せん断応力は次のとおり。 

 

計算対象 τbi 

（N/mm2） 
接続ボルト 
（i=1） 6 

基礎ボルト 
（i=2） 6 
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計算に用いた要目は次のとおり。 
 

計算対象 Qbi 

（N） 
Abi 

（mm2）

n 
（－） 

di 
（mm） 

接続ボルト 
（i=1） 3080 55.10 

（M10） 10 8.376 

基礎ボルト 
（i=2） 3178 150.3 

（M16） 4 13.835 

 
4．許容応力 
許容引張応力及び許容せん断応力は、「計算書-1 耐震強度計算基本方針」の「6.1.3 許容応力

の算出方法」に則り設定する。 
 
（1）使用温度における材料の許容応力 

許容引張応力及び許容せん断応力の算出に用いる材料の使用温度における許容応力は次に示

す値のうち小さいほうを用いる。 
 

計算対象 
F 

（N/mm2） 

Sy 0.7･Su 

接続ボルト 
（i=1） 

227 389×0.7 ＝ 272 
基礎ボルト 
（i=2） 

 
上記より、許容引張応力及び許容せん断応力の算出には、Sy 値を用いる。 

 
（2）許容引張応力 

許容引張応力の算出結果を次に示す。また、評価で用いる許容引張応力には次に示す値のう

ち、小さいほうを設定する。 
 

計算対象 
許容引張応力（N/mm2） 

ftsi ftoi 

接続ボルト 
（i=1） 

228 170 
基礎ボルト 
（i=2） 

 
上記より、許容引張応力は、ftoiを設定する。 

  

JAEA-Technology 2021-045

- 43 -



 

 

（3）許容せん断応力 
許容せん断応力は、次の値を設定する。 

 

計算対象 
許容せん断応力（N/mm2） 

fsbi 
接続ボルト 
（i=1） 

131 
基礎ボルト 
（i=2） 

 
5．評価方法 
発生応力と許容応力との比較を行う。比較した結果を以下に示す。 
 

計算対象 
引張応力（N/mm2） せん断応力（N/mm2） 

発生値 
σbi 

許容引張応力 
ftoi 

発生値 
τbi 

許容せん断応力 
fsbi 

接続ボルト ― 170 6 131 

基礎ボルト ― 170 6 131 

 
6．評価結果 
冷却塔の接続ボルト及び基礎ボルトに発生する引張応力並びにせん断応力は、許容応力以下で

あり耐震強度は十分である。 
また、基礎ボルトとして使用する「あと施工接着系アンカー」を、「建築設備耐震設計・施工指

針」2014 年版に基づき評価した場合、あと施工接着系アンカーの短期許容引抜荷重は 12 kN で

あり、本耐震計算における冷却塔の基礎ボルト 1 本に作用する引張力（Fb）は-0.3553 kN と負側

であるため、基礎ボルトが引き抜けることはない。 
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計算書－3 

 
制御盤の耐震強度計算 
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1．概要 
本計算書は、制御盤に加わる地震力による応力計算を行い、構造上の健全性を評価したもので

ある。 
 
2．設計条件 
設計条件は次のとおり。 

機器名称 

静的設計震度 
（G） 

材質及び呼び径 
使用温度 
（℃） 

設 計 
 降伏点＊1 

Sy

（N/mm2） 

設 計  
 引張強さ＊2 

Su

（N/mm2） 
水平 鉛直 基礎ボルト 接続ボルト 

制御盤 0.4 0.2 
SS400 
M16＊3 

SS400 
M10＊3 

60 227 389 

＊1：発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2012）付録材料図表 Part3 第 1
章 表 6 に定める材料の各温度における設計降伏点 

＊2：発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2012）付録材料図表 Part3 第 1
章 表 7 に定める材料の各温度における設計引張強さ 

＊3：断面積の計算においては、JIS B 0205-4「一般用メートルねじ第 4 部：基準寸法」に示さ

れた谷の径を用いる。 
 
3．耐震計算 
耐震計算は、重心が盤のほぼ中心にあるものとし、計算条件において不利になる奥行き側の基

礎ボルト及び接続ボルトに発生する引張応力及びせん断応力について行う。 
 
3.1 計算モデル 
計算モデルを以下に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
  

接続ボルト及び基礎ボルト計算モデル 

正面 
 
 正面 

 
 

h i
 

h i
 

 

mi・CH・g 

mi・（1-Cv）・g 基礎ボルト 

接続ボルト 

転倒支点となる 
ボルト列 

引張を受ける 
ボルト列 

チャンネルベース 

基礎ボルト 

接続ボルト 

 

ℓ1i ℓ2i 

ℓ1i ℓ2i 

正面 
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3.2 記号説明 
 

記 号 記        号        の        説        明 単 位 

Abi ボルトの断面積 mm2 

CH 水平方向設計震度 ― 

Cv 鉛直方向設計震度 ― 

d ボルトの谷径 mm 

F 研究炉技術基準 第 72 条第 1 項第 2 号イに定める値 N/mm2 

Fbi ボルトに作用する引張力（1 本当たり） N 

fsbi せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 N/mm2 

ftoi 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 N/mm2 

ftsi 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 N/mm2 

g 重力加速度（ = 9.80665） m/s2 

hi 据付面から重心までの距離  mm 

ℓ1i 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

ℓ2i 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

mi 運転時質量 kg 

ni ボルトの本数 ― 

nfi 引張力の作用するボルトの評価本数 ― 

Qbi ボルトに作用するせん断力 N 

π 円周率 ― 

σbi ボルトに生じる引張応力 N/mm2 

τbi ボルトに生じるせん断応力 N/mm2 
＊： ℓ1i ≦ ℓ2i 

 
注記：記号の添字 i の意味は、以下のとおりとする。 

i = 1 接続ボルト 
i = 2 基礎ボルト 
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3.3 引張応力 
基礎ボルトに対する引張力は、最も厳しい条件として基礎ボルトを支点とする転倒を考え、こ

れを片側の基礎ボルトで受けるものとする。 
 
（1）引張力 

引張力は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-513）から導出した次式により求める。 
 

Fbi = miCHghi-mi（1-CV）gℓ1i

nfi（ℓ1i+ℓ2i）
 

 
引張力は次のとおり。 

 

計算対象 Fbi 

（N） 
接続ボルト 
（i=1） 1132 

基礎ボルト 
（i=2） 1820 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

計算対象 mi 
（kg） 

CH 

（G） 
Cv 

（G）

g 
（m/s2）

hi 
（mm）

ℓ1i 

（mm） 
ℓ2i 

（mm） 
nfi 

（－）

接続ボルト 
（i=1） 320 0.4 0.2 9.80665 900.0 160.5 160.5 2 

基礎ボルト 
（i=2） 340 0.4 0.2 9.80665 1100.0 147.5 147.5 2 

 
（2）引張応力 

引張応力は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-515）により求める。 
 

σbi = Fbi
Abi

 

 
接続ボルト及び基礎ボルト断面積Ａｂは、耐震設計指針の計算式（6.6.3-512）により求める。 

 

Abi = π4 di
2 
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引張応力は次のとおり。 
 

計算対象 σbi 

（N/mm2） 
接続ボルト 
（i=1） 21 

基礎ボルト 
（i=2） 13 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

計算対象 Fbi 

（N） 
Abi 

（mm2） 
di 

（mm） 
接続ボルト 
（i=1） 1132 55.10 

（M10） 8.376 

基礎ボルト 
（i=2） 1820 150.3 

（M16） 13.835 

 
 
3.4 せん断応力 
基礎ボルトに対するせん断力は、基礎ボルト全本数で受けるものとする。 

 
（1）せん断力 

せん断力は耐震設計指針の（6.6.3-510）の計算式から導出した次式により求める。 
 

Qbi = miCHg 
 

せん断力は次のとおり。 
 
 

 

計算対象 Qbi 

（N） 
接続ボルト 
（i=1） 1255 

基礎ボルト 
（i=2） 1334 
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計算に用いた要目は次のとおり。 
 

計算対象 mi 
（kg） 

CH 

（G） 
g 

（m/s2） 
接続ボルト 
（i=1） 320 0.4 9.80665 

基礎ボルト 
（i=2） 340 0.4 9.80665 

 
（2）せん断応力 

せん断応力は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-511）により求める。 
 

τbi = 
Qbi

nAbi
 

 
接続ボルト及び基礎ボルト断面積Ａｂは、耐震設計指針の計算式（6.6.3-512）により求める。 

 

Abi = π4 di
2 

 
せん断応力は次のとおり。 

 

計算対象 τbi 

（N/mm2） 
接続ボルト 
（i=1） 6 

基礎ボルト 
（i=2） 3 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

計算対象 Qbi 

（N） 
Abi 

（mm2） 
n 

（－） 
di 

（mm） 
接続ボルト 
（i=1） 1255 

55.10 
（M10） 4 8.376 

基礎ボルト 
（i=2） 1334 

150.3 
（M16） 4 13.835 
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4．許容応力 
許容引張応力及び許容せん断応力は、「計算書-1 耐震強度計算基本方針」の「6.1.3 許容応力

の算出方法」に則り設定する。 
 
（1）使用温度における材料の許容応力 

許容引張応力及び許容せん断応力の算出に用いる材料の使用温度における許容応力は次に示

す値のうち小さいほうを用いる。 
 

計算対象 

F 
（N/mm2） 

Sy 0.7･Su 

接続ボルト 
（i=1） 

227 389×0.7 ＝ 272 
基礎ボルト 
（i=2） 

 
上記より、許容引張応力及び許容せん断応力の算出には、Sy 値を用いる。 

 
（2）許容引張応力 

許容引張応力の算出結果を次に示す。また、評価で用いる許容引張応力には次に示す値のう

ち、小さいほうを設定する。 
 

計算対象 
許容引張応力（N/mm2） 

ftsi ftoi 
接続ボルト 
（i=1） 228 170 

基礎ボルト 
（i=2） 233 170 

 
上記より、許容引張応力は、ftoiを設定する。 

 
（3）許容せん断応力 

許容せん断応力は、次の値を設定する。 
 

計算対象 
許容せん断応力（N/mm2） 

fsbi 
接続ボルト 
（i=1） 

131 
基礎ボルト 
（i=2） 

JAEA-Technology 2021-045

- 52 -



 

 

5．評価方法 
発生応力と許容応力との比較を行う。比較した結果を以下に示す。 

 

計算対象 
引張応力（N/mm2） せん断応力（N/mm2） 

発生値 
σbi 

許容引張応力 
ftoi 

発生値 
τbi 

許容せん断応力 
fsbi 

接続ボルト 
（i=1） 21 170 6 131 

基礎ボルト 
（i=2） 13 170 3 131 

 
6．評価結果 
制御盤の基礎ボルトに発生する引張応力並びにせん断応力は、許容応力以下であり耐震強度は

十分である。 
また、基礎ボルトとして使用する「あと施工接着系アンカー」を、「建築設備耐震設計・施工指

針」2014 年版に基づき評価した場合、あと施工接着系アンカーの短期許容引抜荷重は 12 kN で

あり、本耐震計算における制御盤の基礎ボルト 1 本に作用する引張力（Fb）は 1.820 kN である

ことから、基礎ボルトが引き抜けることはない。 
なお、本工事においては、動力盤の設置も実施するが、動力盤の設計条件、設計寸法及び運転

時質量は、制御盤と同一であるため、計算結果も同一であり、耐震強度は十分である。 
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計算書－4 

 
循環ポンプの耐震強度計算 
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1．概要 
本計算書は、循環ポンプに加わる地震力による応力計算を行い、構造上の健全性を評価したも

のである。 
 
2．設計条件 
設計条件は次のとおり。 

 

機器名称 

静的設計震度 
（G） 

材質及び

呼び径 使用温度

（℃）

設 計 
降伏点＊1 

Sy 

（N/mm2）

設 計 
引張強さ＊2 

Su

（N/mm2） 

回転数 
（min-1） 

振動 
振幅＊3

（mm）水平 鉛直 基礎ボルト

循環ポンプ 0.4 0.2 SS400 
M12＊4 60 227 389 3000 0.032

＊1：発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2012）付録材料図表 Part3 第 1 章 
表 6 に定める材料の各温度における設計降伏点 

＊2：発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2012）付録材料図表 Part3 第 1 章 
表 7 に定める材料の各温度における設計引張強さ 

＊3：JIS B 8307「遠心ポンプの技術仕様－クラスⅠ」振動シビアリティ 7.1 mm/ｓ時の片振幅 
＊4：断面積の計算においては、JIS B 0205-4「一般用メートルねじ第 4 部：基準寸法」に示され

た谷の径を用いる。 
 
3．耐震計算 
耐震計算は、重心がポンプのほぼ中心にあるものと仮定し、地震力により基礎ボルトに発生す

る引張応力とせん断応力について行う。 
 
3.1 計算モデル 
計算モデルを以下に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
  

基礎ボルト 

W・(CH＋CP)･h 

W・(1－CV－CP)･ℓ1＋MP 
基礎ボルト 

ℓ1 ℓ2 
転倒支点となる 引張を受ける

ボルト列 ボルト列 

H
 

正面 正面 

基礎ボルト計算モデル 
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3.2 記号説明 
 

記 号 記        号        の        説        明 単 位 

Ab ボルトの断面積 mm2 

CH 水平方向設計震度 ― 

Cv 鉛直方向設計震度 ― 

CP ポンプの振動による震度 ― 

a ポンプの振動振幅 mm 

d ボルトの谷径 mm 

F 研究炉技術基準 第 72 条第 1 項第 2 号イに定める値 N/mm2 

Fb ボルトに作用する引張力（1 本当たり） N 

fsb せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 N/mm2 

fto 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 N/mm2 

fts 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 N/mm2 

g 重力加速度（ = 9.80665） mm/s2 

h 据付面から重心までの距離 mm 

MP ポンプの回転により働くモーメント （N･mm） 

ℓ1 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

ℓ2 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

W 運転時における荷重 N 

n ボルトの本数 ― 

nf 引張力の作用するボルトの評価本数 ― 

Qb ボルトに作用するせん断力 N 

π 円周率 ― 

σb ボルトに生じる引張応力 N/mm2 

τb ボルトに生じるせん断応力 N/mm2 
＊： ℓ1 ≦ ℓ2 
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3.3 引張応力 
基礎ボルトに対する引張力は、最も厳しい条件として基礎ボルトを支点とする転倒を考え、こ

れを片側の基礎ボルトで受けるものとする。 
 
（1）ポンプの振動による震度 

ポンプの振動による震度は、「機械工学便覧 α8 編」に示された電動機基本式から導出した計

算式により計算する。 
 

CP = a
�2πN

60 �
2

g  

 
ポンプの振動による震度は次のとおり。 

 
CP = 0.33（G） 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

計算対象 N 
（min-1） 

a 

（mm） 
g 

（mm/s2） 

基礎ボルト 3000 0.032 9.80665 

 
（2）引張力 

引張力は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-519）から導出した次式により求める。 
 

Fb = W��CH+CP�h-�1-CV+CP�ℓ1�+MP

nf（ℓ1+ℓ2）
 

 
引張力は次のとおり。 

 
Fb = 324.9（N） 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

計算対象 W 
（N）

CH 

（G） 
CV 

（G）

CP 

（G）

MP 

（N･mm）

h 
（mm）

ℓ1 

（mm） 
ℓ2 

（mm） 
nf 

（－）

基礎ボルト 1275 0.4 0.2 0.33 ―＊ 255.0 125.0 125.0 2 

＊：耐震設計指針の「ポンプとモータのベースが共通」である場合に該当するため、ポンプ回

転により働くモーメントは基礎ボルトに作用しないものとする。 
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（3）引張応力 
引張応力は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-520）により求める。 

 

σb = Fb
Ab

 

 
基礎ボルト断面積Ａｂは、耐震設計指針の計算式（6.6.3-512）により求める。 

 

Ab = π4 d2 

 
引張応力は次のとおり。 

 
σb = 5（N/mm2） 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

計算対象 Fb 

（N） 
Ab 

（mm2） 
d 

（mm） 

基礎ボルト 324.9 80.21 
（M12） 10.106 

 
 
3.4 せん断応力 
基礎ボルトに対するせん断力は、基礎ボルト全本数で受けるものとする。 

 
（1）せん断力 

せん断力は耐震設計指針の計算式（6.6.3-516）により求める。 
 

Qb = W�CH+CP� 
 

せん断力は次のとおり。 
 

Qb = 930.8（N） 
 

計算に用いた要目は次のとおり。 
 

計算対象 W 
（N） 

CH 

（G） 
CP 

（G） 
基礎ボルト 1275 0.4 0.33 
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（2）せん断応力 
せん断応力は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-517）により求める。 

 

τb = 
Qb

nAb
 

 
基礎ボルト断面積Ａｂは、耐震設計指針の計算式（6.6.3-512）により求める。 

 

Ab = π4 d2 

 
せん断応力は次のとおり。 

 
τb = 3（N/mm2） 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

計算対象 Qb 

（N）

Ab 

（mm2）

n 
（－）

d 
（mm） 

基礎ボルト 930.8 80.21 
（M12） 4 10.106 

 
4．許容応力 
許容引張応力及び許容せん断応力は、「計算書-1 耐震強度計算基本方針」の「6.1.3 許容応力

の算出方法」に則り設定する。 
 
（1）使用温度における材料の許容応力 

許容引張応力及び許容せん断応力の算出に用いる材料の使用温度における許容応力は次に示

す値のうち小さいほうを用いる。 
 

計算対象 
F 

（N/mm2） 
Sy 0.7･Su 

基礎ボルト 227 389×0.7 ＝ 272 

 
上記より、許容引張応力及び許容せん断応力の算出には、Sy 値を用いる。 
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（2）許容引張応力 
許容引張応力の算出結果を次に示す。また、評価で用いる許容引張応力には次に示す値のう

ち、小さいほうを設定する。 
 

計算対象 
許容引張応力（N/mm2） 

fts fto 

基礎ボルト 233 170 

 
上記より、許容引張応力は、ftoを設定する。 

 
（3）許容せん断応力 

許容せん断応力は、次の値を設定する。 
 

許容せん断応力（fsb）：131（N/mm2） 
 
5．評価方法 
発生応力と許容応力との比較を行う。比較した結果を以下に示す。 

 

計算対象 
引張応力（N/mm2） せん断応力（N/mm2） 

発生値 
σb 

許容引張応力 
fto 

発生値 
τb 

許容せん断応力 
fsb 

基礎ボルト 5 170 3 131 

 
6．評価結果 
循環ポンプの基礎ボルトに発生する引張応力並びにせん断応力は、許容応力以下であり耐震強

度は十分である。 
また、基礎ボルトとして使用する「あと施工接着系アンカー」を、「建築設備耐震設計・施工指

針」2014 年版に基づき評価した場合、あと施工接着系アンカーの短期許容引抜荷重は 9.2 kN で

あり、本耐震計算における循環ポンプの基礎ボルト 1 本に作用する引張力（Fb）は 0.3249 kN で

あることから、基礎ボルトが引き抜けることはない。 
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薬液注入装置の耐震強度計算 
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1．概要 
本計算書は、薬液注入装置に加わる地震力による応力計算を行い、構造上の健全性を評価した

ものである。 
 
2．設計条件 
設計条件は次のとおり。 

 

機器名称 

静的設計震度 
（G） 材質及び呼び径 

使用温度 
（℃） 

設計 
降伏点＊1 

Sy 

（N/mm2） 

設計 
引張強さ＊2

Su

（N/mm2）
水平 鉛直 基礎ボルト 

薬液注入装置 0.4 0.2 SS400 
M10＊3 60 227 389 

＊1：発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2012）付録材料図表 Part3 第 1 章 
表 6 に定める材料の各温度における設計降伏点 

＊2：発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2012）付録材料図表 Part3 第 1 章 
表 7 に定める材料の各温度における設計引張強さ 

＊3：断面積の計算においては、JIS B 0205-4「一般用メートルねじ第 4 部：基準寸法」に示され

た谷の径を用いる。 
 
3．耐震計算 
耐震計算は、重心が盤のほぼ中心にあるものとし、地震力により基礎ボルトに発生する引張応

力とせん断応力について行う。 
 
3.1 計算モデル 
計算モデルを以下に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基礎ボルト計算モデル 

正面 

ｈ
 

重心 

ℓ1 ℓ2 

m・（1-Cv）・g 

m・CH・g 
正面

転倒支点となる 

ボルト列 ボルト列 
引張を受ける 

基礎ボルト 基礎ボルト 
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3.2 記号説明 
 

記 号 記        号        の        説        明 単 位 

Ab ボルトの断面積 mm2 

CH 水平方向設計震度 ― 

Cv 鉛直方向設計震度 ― 

d ボルトの谷径 mm 

F 研究炉技術基準 第 72 条第 1 項第 2 号イに定める値 N/mm2 

Fb ボルトに作用する引張力（1 本当たり） N 

fsb せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 N/mm2 

fto 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 N/mm2 

fts 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 N/mm2 

g 重力加速度（ = 9.80665） m/s2 

h 据付面から重心までの距離  mm 

ℓ1 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

ℓ2 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

m 運転時質量 kg 

n ボルトの本数 ― 

nf 引張力の作用するボルトの評価本数 ― 

Qb ボルトに作用するせん断力 N 

π 円周率 ― 

σb ボルトに生じる引張応力 N/mm2 

τb ボルトに生じるせん断応力 N/mm2 
＊： ℓ1 ≦ ℓ2 
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3.3 引張応力 
基礎ボルトに対する引張力は、最も厳しい条件として基礎ボルトを支点とする転倒を考え、こ

れを片側の基礎ボルトで受けるものとする。 
 
（1）引張力 

引張力は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-513）から導出した次式により求める。 
 

Fb = mCHgh-m（1-CV）gℓ1

nf（ℓ1+ℓ2）
 

 
引張力は次のとおり。 

 
Fb = 80.74（N） 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

計算対象 m 
（kg） 

CH 

（G） 
Cv 

（G）

g 
（m/s2）

h 
（mm）

ℓ1 

（mm）

ℓ2 

（mm） 
nf 

（－）

基礎ボルト 190 0.4 0.2 9.80665 365.0 150.0 150.0 2 
 
（2）引張応力 

引張応力は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-515）により求める。 
 

σb = Fb
Ab

 

 
接続ボルト及び基礎ボルト断面積 Abは、耐震設計指針の計算式（6.6.3-512）により求める。 

 

Ab = π4 d2 

 
引張応力は次のとおり。 

 
σb = 2（N/mm2） 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

計算対象 Fb 

（N） 
Ab 

（mm2） 
d 

（mm） 

基礎ボルト 80.74 55.10 
（M10） 8.376 
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3.4 せん断応力 
基礎ボルトに対するせん断力は、基礎ボルト全本数で受けるものとする。 

 
（1）せん断力 

せん断力は耐震設計指針の（6.6.3-510）の計算式から導出した次式により求める。 
 

Qb = mCHg 
 

せん断力は次のとおり。 
 

Qb = 745.3（N） 
 

計算に用いた要目は次のとおり。 
 

計算対象 m 
（kg）

CH 

（G）

g 
（m/s2）

基礎ボルト 190 0.4 9.80665
 
（2）せん断応力 

せん断応力は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-511）により求める。 
 

τb = 
Qb

nAb
 

 
基礎ボルト断面積Ａｂは、耐震設計指針の計算式（6.6.3-512）により求める。 

 

Ab = π4 d2 

 
せん断応力は次のとおり。 

 
τb = 4（N/mm2） 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

計算対象 Qb 

（N）

Ab 

（mm2）

n 
（－）

d 
（mm） 

接続ボルト 745.3 
55.10 

（M10） 10 8.376 
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4．許容応力 
許容引張応力及び許容せん断応力は、「計算書-1 耐震強度計算基本方針」の「6.1.3 許容応力の

算出方法」に則り設定する。 
 
（1）使用温度における材料の許容応力 

許容引張応力及び許容せん断応力の算出に用いる材料の使用温度における許容応力は次に示

す値のうち小さいほうを用いる。 
 

計算対象 
F 

（N/mm2） 
Sy 0.7･Su 

基礎ボルト 227 389×0.7 ＝ 272 

 
上記より、許容引張応力及び許容せん断応力の算出には、Sy 値を用いる。 

 
（2） 許容引張応力 

許容引張応力の算出結果を次に示す。また、評価で用いる許容引張応力には次に示す値のう

ち、小さいほうを設定する。 
 

計算対象 
許容引張応力（N/mm2） 

fts fto 

基礎ボルト 231 170 

 
上記より、許容引張応力は、ftoを設定する。 

 
（3）許容せん断応力 

許容せん断応力は、次の値を設定する。 
 

許容せん断応力（fsb）：131（N/mm2） 
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5．評価方法 
発生応力と許容応力との比較を行う。比較した結果を以下に示す。 

 

計算対象 
引張応力（N/mm2） せん断応力（N/mm2） 

発生値 
σb 

許容引張応力 
fto 

発生値 
τb 

許容せん断応力 
fsb 

基礎ボルト 2 170 4 131 

 
6．評価結果 
薬液注入装置の基礎ボルトに発生する引張応力並びにせん断応力は、許容応力以下であり耐震

強度は十分である。 
また、基礎ボルトとして使用する「あと施工接着系アンカー」を、「建築設備耐震設計・施工指

針」2014 年版に基づき評価した場合、あと施工接着系アンカーの短期許容引抜荷重は 7.6 kN で

あり、本耐震計算における薬液注入装置の基礎ボルト 1 本に作用する引張力（Fb）は 0.08074 kN
であるため、基礎ボルトが引き抜けることはない。 
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配管等の耐震強度計算 
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1．概要 
本計算書は、地震時における配管系の支持状態が健全であることを評価したものである。 

 
2．設計条件 
設計条件は次のとおり。 

 

機器名称 材 質＊ 仕 様＊ 最高使用温度 
（℃） 流体の種類 

主配管 1 STPG370 50A-Sch40 60 工業用水 
主配管 2 STPG370 80A-Sch40 60 工業用水 

＊： JIS G 3454「圧力配管用炭素鋼鋼管」による。 
 
3．耐震計算 
配管等の耐震計算は、「計算書－1 耐震強度計算基本方針」の「6.2 配管等」で示した振動数

基準定ピッチスパン法により、直管部、曲がり部、分岐部及び集中質量部について、剛体とみな

せる固有振動数 20 Hz を確保する間隔を計算により求める。 
 
3.1 記号説明 
 

記号 記号の説明 単位 
f 固有振動数（20 Hz） Hz 
π 円周率（3.141592654） ― 
λ 振動数係数 ― 
L1 直管部の最大支持間隔 mm 
L2 曲がり部の最大支持間隔 mm 
L3 分岐部の最大支持間隔 mm 
L4 曲がり部と分岐部の最大支持間隔（組合せ） mm 
L5 直管部と集中質量部の最大支持間隔（組合せ） mm 
L6 曲がり部と集中質量部の最大支持間隔（組合せ） mm 
E 縦弾性係数＊1 N/mm2 
I 断面二次モーメント mm4 
ρ 単位体積当たりの質量（ρ1：炭素鋼）（ρ2：内包水） kg/mm3 
W 単位長さ当たりの質量 kg/mm 
d1 管の外径＊2 mm 
d2 管の内径＊2 mm 

＊1：発電用原子力設備規格 材料規格「Part3 第 2 章 表 1 材料の各温度における縦弾性係

数」による。 
＊2：JIS G 3454「圧力配管用炭素鋼鋼管」による。 
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3.2 配管材の質量 
配管材の質量は、炭素鋼部と内包水部の質量を合わせたものとし、単位長さあたりの質量を耐

震設計指針の計算式（6.6.3-512）から導出した次式により求める。 
 
炭素鋼部 

W1 = π4 ൫d1
2-d2

2൯ρ1 

 
内包水部 

W2 = π4 d2
2ρ2 

 
配管材の荷重は次のとおり。 

 

計算対象 
炭素鋼部 

W1 

（kg/mm） 

内包水部 
W2 

（kg/mm）

合計 
W 

（kg/mm） 

主配管 1 5.444×10-3 2.181×10-3 7.625×10-3 

主配管 2 1.134×10-2 4.791×10-3 1.613×10-2 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

計算対象 d1 

（mm） 
d2 

（mm） 
ρ1 

（kg/mm3）

ρ2 

（kg/mm3） 

主配管 1 60.5 52.7 7.85×10-6 1.00×10-6 

主配管 2 89.1 78.1 7.85×10-6 1.00×10-6 

 
3.3 直管部の最大支持間隔 
直管部の最大支持間隔は、「機械工学便覧 α2 編 機械力学 第 12 章 12・2 弦・棒・はりの振

動」に示された計算式から導出した次式により求める。直管部の最大支持間隔は次のとおり。 
なお、両端単純支持の 1 次振動数係数λはπである。 

 

L1 ≦ ඩ λ
2

2πf
ඨEI103

W  

 
ここで、断面二次モーメント I は、「機械工学便覧 α3 編 材料力学 第 3 章 3・2 断面二次モー

メントおよび断面係数」に示されている次式により求める。 
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I = 
π൫d1

4-d2
4൯

64  

 
直管部の最大支持間隔 L1は次のとおり。 

 

計算対象 
直管部の最大支持間隔 

L1 
（mm） 

主配管 1 2592 

主配管 2 3138 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

計算対象 d1 

（mm） 
d2 

（mm）

W 

（kg/mm）

E 
（N/mm2） 

I 
（mm4） 

主配管 1 60.5 52.7 7.625×10-3 200133 279017 

主配管 2 89.1 78.1 1.613×10-2 200133 1267409 

 
3.4 曲がり部の最大支持間隔 
曲がり部の最大支持間隔は、「計算書－1 耐震強度計算基本方針」の「6.2 配管等」で求めた

縮小率 0.82 を、「3.2 直管部の最大支持間隔」で示した計算式のλに乗じて求める。曲がり部の

最大支持間隔は次のとおり。 
 

計算対象 
曲がり部の最大支持間隔 

L2 
（mm） 

主配管 1 2125 

主配管 2 2573 

 
3.5 分岐部の最大支持間隔 
分岐部の最大支持間隔は、「計算書－1 耐震強度計算基本方針」の「6.2 配管等」で示した縮

小率 80％を直管部の最大支持間隔に乗じて求める。分岐部の最大支持間隔は次のとおり。 
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計算対象 
分岐部の最大支持間隔 

L3 
（mm） 

主配管 1 2073 

主配管 2 2510 

 
3.6 曲がり部と分岐部の最大支持間隔 
曲がり部と分岐部の最大支持間隔（組合せ）は、分岐部の縮小率 80 ％を曲がり部の最大支持

間隔に乗じて求める。曲がり部と分岐部の最大支持間隔は次のとおり。 
 

計算対象 
曲がり部と分岐部の最大支持間隔 

L4 
（mm） 

主配管 1 1700 

主配管 2 2058 

 
3.7 集中質量部の最大支持間隔 
集中質量部の最大支持間隔は、「計算書－1 耐震強度計算基本方針」の「6.2 配管等」で求め

た縮小率（主配管 1＝0.6、主配管 2＝0.5）を直管部及び曲がり部の最大支持間隔に乗じて求める。

集中質量部の最大支持間隔は次のとおり。 
 

計算対象 

集中質量部の最大支持間隔 
L5 

（mm） 
L6 

（mm） 
L7 

（mm） 
直管部 曲がり部 分岐部 

主配管 1 1555 1275 1243 

主配管 2 1569 1286 1255 
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4．評価結果 
配管等の支持形状における最大支持間隔は、すべて固有振動数 20 Hz を満足することを確認し

た。以下にすべての計算結果を示す。 
なお、実際の施工における支持間隔は、各部の最大支持間隔よりも短尺化し保守側に設定する。 

 

計算対象 

各部の最大支持間隔 
（mm） 

直管部 
 

L1 

曲がり部 
 

L2 

分岐部 
 

L3 

曲がり部

と分岐部

L4 

直管部と

集中荷重

L5 

曲がり部と 
集中荷重 

L6 

分岐部と

集中荷重

L7 

主配管 1 2592 2125 2073 1700 1555 1275 1243 

主配管 2 3138 2573 2510 2058 1569 1286 1255 
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1．概 要 
本計算書は、サポートに加わる地震力に対し、構造上の健全性を評価したものである。 

 
2．設計条件 
（1）設計条件 

系統 サポート

形状 
構成部材 
材質＊1 

最 高 
使用温度 
（℃） 

設計 
降伏点＊2 

Sy 

（N/mm2） 

設計 
引張強さ＊3 

Su

（N/mm2） 

主配管系 
片持型 SS400 60 227 389 
門 型 SS400 60 227 389 

＊1：JIS G 3101「一般構造用圧延鋼材」による。 
＊2：発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2012）付録材料図表 Part3 第 1

章 表 6 に定める材料の各温度における設計降伏点 
＊3：発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2012）付録材料図表 Part3 第 1

章 表 7 に定める材料の各温度における設計引張強さ 
 
（2）設計仕様 

系統 
サポート

形状 
仕様 

形状区分 構成部材（mm） 員数＊2

主配管系 

片持型 

K－1 
山形鋼＊1 75×75×9 1 

基礎ボルト M12＊3 4 
ベースプレート 250×250×12 1 

K－2 
山形鋼＊1 100×100×10 1 

基礎ボルト M12＊3 4 
ベースプレート 250×250×12 1 

K－3 
H 鋼＊1 100×100×6×8 1 

基礎ボルト M12＊3 4 
ベースプレート 250×250×12 1 

K－4 
H 鋼＊1 125×125×6.5×9 1 

基礎ボルト M12＊3 4 
ベースプレート 250×250×12 1 

門 型 

M－1 
山形鋼＊1 75×75×9 3 

基礎ボルト M12＊3 6 
ベースプレート 525×250×12 1 

M－2 
H 鋼＊1 125×125×6.5×9 3 

基礎ボルト M12＊3 8 
ベースプレート 250×250×12 2 

＊1：JIS G 3192「熱間圧延形鋼の形状、寸法、質量及びその許容差」による。 
＊2：サポート１台分の員数 
＊3：断面積の計算においては、JIS B 0205-4「一般用メートルねじ第 4 部：基準寸法」に示さ

れた谷の径を用いる。 
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3．質量設定 
サポートの固有振動数計算及び強度計算に用いる質量は、主配管系を構成する 50A-Sch40 配管

（以下「主配管 1」という。）及び 80A-Sch40 配管（以下「主配管 2」という。）の直管部最大支

持間隔における配管質量、サポート部材並びに集中質量とする。 
 
（1）配管部 

＊1：フランジ質量（4 kg × 2 枚）を含む。 
＊2：フランジ質量（6 kg × 2 枚）を含む。 
 
（2）サポート部材 
サポート部材の質量については、別添「サポート形状及び固有振動数」を参照。 

 
（3）集中質量 

機器名称 サポート 
形状 

集中質量（kg） 負荷質量＊ 

（kg） 機器 質量 合計 
主配管 1 片持型 手動弁 18 18 9 

主配管 2 
片持型 

手動弁 28 
61 31 

ストレーナ 33 

門 型 
自動弁 50 

100 50 
ストレーナ 50 

＊：集中質量部の支持間隔の評価において、中央に質量を負荷しているため、サポートへの負

荷は、支持点となる両端のサポートで受けるものとし、集中質量の 1/2 とする。 
 
4．固有振動数計算 
固有振動数計算では、形状区分において 20Hz 以上となる最大寸法を算出するものである。 

 
4.1 計算モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
片持型サポート計算モデル             門型サポート計算モデル 

機器名称 最大支持間隔 
（mm） 

単位長さ質量 
（kg/mm） 

質量 
（kg） 

主配管 
主配管 1 2592 7.625×10-3 28＊1 
主配管 2 3138 1.613×10-2 63＊2 

ｍ

Ｌ1

ｈ

ｍ
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4.2 記号説明 
 

記 号 記        号        の        説        明 単 位 

f 固有振動数 Hz 

π 円周率（3.141592654） ― 

L1 支持部寸法（片持型） mm 

h 門型サポートの高さ mm 

E 縦弾性係数＊1 N/mm2 

J 断面二次モーメント＊2 mm4 

m 質量 kg 

k バネ定数 N/mm 
＊1：JSME「Part3 第 2 章 表 1 材料の各温度における縦弾性係数」による。 
＊2：JIS G 3192「熱間圧延形鋼の形状、寸法、質量及びその許容差」による。 

 
4.3 固有振動数計算 
固有振動数及びバネ定数は、「機械工学便覧 α2 編 機械工学 第 6 章 6・2 1 自由度系の振動」

に示されている式から導出した計算式により計算する。 
 

f = 1
2π

ඨ k
m 103 

 
ここで、k は次式による。 
 

片持型 

k = 3EJ
L1

3  

 
門 型 

k = 
24EJ

h3  

 

形状区分 E 
（N/mm2） 

J 
（mm4） 

K－1、M－1 200133 644000 
K－2 200133 1750000 
K－3 200133 1340000 

K－4、M－2 200133 2930000 
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4.4 計算結果 
片持型及び門型サポートの固有振動数が 20 Hz 以上となる寸法を別添「サポート形状及び固有

振動数」に示す。また、実際の施行においては、本計算結果よりも保守側の寸法を設定する。 
なお、すべて 20 Hz 以上となる寸法を設定したことから、応力計算は、「計算書－1 耐震強度

計算基本方針」の「6.3 サポート」に則り、アンカー部の評価を行う。 
 

JAEA-Technology 2021-045

- 84 -



 

 

5．基礎ボルト評価 
基礎ボルト評価は、地震力により基礎ボルトに発生する引張応力とせん断応力について行う。 
なお、本サポートのうち、片持型の形状区分 K－1 及び K－2 の据付は、床配置のほかに壁側

配置を計画しているため、本計算においては、保守的に鉛直荷重を負荷するものとして計算を実

施する。 
 
5.1 記号説明 
 

記 号 記        号        の        説        明 単 位 

Ab ボルトの断面積 mm2 

CH 水平方向設計震度 ― 

Cv 鉛直方向設計震度 ― 

d ボルトの谷径 mm 

F 研究炉技術基準 第 72 条第 1 項第 2 号イに定める値 N/mm2 

Fb ボルトに作用する引張力（1 本当たり） N 

fsb せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 N/mm2 

fto 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 N/mm2 

fts 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 N/mm2 

g 重力加速度（ = 9.80665） m/s2 

h 据付面から重心までの距離  mm 

ℓ1 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

ℓ2 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

m 運転時質量 kg 

n ボルトの本数 ― 

nf 引張力の作用するボルトの評価本数 ― 

Qb ボルトに作用するせん断力 N 

π 円周率 ― 

σb ボルトに生じる引張応力 N/mm2 

τb ボルトに生じるせん断応力 N/mm2 
＊： ℓ1 ≦ ℓ2 
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5.2 片持型サポート 
片持型サポートの計算モデルを以下に示す。 

 
5.2.1 計算モデル 
（1）形状区分：K－1 及び K－2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2）形状区分：K－3 及び K－4 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｍ

ｈ ℓ 1
ℓ 2

基礎ボルト

ベースプレート

ベースプレート部

Ａ

Ａ矢視

基礎ボルト

支点側

引張側

ベースプレート部

Ａ矢視

基礎ボルトｍ

ｈ

基礎ボルト

ベースプレート

Ａ

ℓ 1
ℓ 2

支点側

引張側
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5.2.2 計算条件 
サポートに用いる型鋼については、集中荷重の有無を考慮し、固有振動数が 20Hz を超える寸

法を設定している。このため、本計算では、別添「サポート形状及び固有振動数」から形状区分

ごとに部材の最大寸法及び最大質量を選定し、これらを組合せた状態で計算を行う。また、計算

に用いる組合せを以下に示す。 
 

形状区分 最大質量 
（kg） 

最大寸法 
（mm） 

K－1 106 800 
K－2 112 1000 
K－3 113 900 
K－4 123 1200 

 
5.2.3 引張応力 
基礎ボルトに対する引張力は、最も厳しい条件として基礎ボルトを支点とする転倒を考え、こ

れを片側の基礎ボルトで受けるものとする。 
 
（1）引張力 

引張力は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-513）から導出した次式により求める。 
 

① 形状区分：K－1 及び K－2 
 

Fb = mCHgh-m（1-CV）gℓ1

nf（ℓ1+ℓ2）
 

 
② 形状区分：K－3 及び K－4 

 

Fb = mCHgh+m（1+CV）gℓ1

nf（ℓ1+ℓ2）
 

 
引張力は次のとおり。 

 

系統 

Fb 

（N） 
形状区分 

K－1 K－2 K－3 K－4 
主配管 1144 1428 775.7 1207 
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計算に用いた要目は次のとおり。 
 

系統 形状区分 m 
（kg） 

CH 

（G）

Cv 

（G）

g 
（m/s2）

h 
（mm）

ℓ1 

（mm） 
ℓ2 

（mm） 
nf 

（－）

主配管 

K－1 106 0.4 0.2 9.80665 800 100 100 2 
K－2 112 0.4 0.2 9.80665 1000 100 100 2 
K－3 113 0.4 0.2 9.80665 900 100 100 2 
K－4 123 0.4 0.2 9.80665 1200 100 100 2 

 
② 引張応力 
引張応力は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-515）により求める。 

 

σb = Fb
Ab

 

 
基礎ボルト断面積は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-512）により求める。 

 

Ab = π4 d2 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 
なお、基礎ボルトは形状区分 K－1 から形状区分 K－4 まで共通のサイズ（M12）を用い

る。 
 

対象機器 Ab 

（mm2） 
d 

（mm） 

基礎ボルト 80.21 
（M12） 10.106 

 
引張応力は次のとおり。 

 

系統 

σb 

（N/mm2） 
形状区分 

K－1 K－2 K－3 K－4 
主配管 15 18 10 16 
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5.2.4 せん断応力 
基礎ボルトに対するせん断力は、基礎ボルト全本数で受けるものとする。 

 
（1）せん断力 

せん断力は耐震設計指針の（6.6.3-510）の計算式から導出した次式により求める。 
 

① 形状区分：K－1 及び K－2 
 

Qb = m（1+CV）g 

 
② 形状区分：K－3 及び K－4 

 
Qb = mCHg 

 
せん断力は次のとおり。 

 

系統 

Qb 

（N） 
形状区分 

K－1 K－2 K－3 K－4 
主配管 1247.4 1318 443.3 482.5 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

系統 形状区分 m 
（kg） 

CV 

（G） 
CH 

（G） 
g 

（m/s2） 

主配管 

K－1 106 0.2 ― 9.80665 
K－2 112 0.2 ― 9.80665 
K－3 113 ― 0.4 9.80665 
K－4 123 ― 0.4 9.80665 

 
（2）せん断応力 

せん断応力は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-511）により求める。 
 

τb = 
Qb

nAb
 

 
ここで、n は全ボルト数で 4 本、基礎ボルト断面積 Abは、「5.2.3 引張応力」で算出した値

と同一である。 
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せん断応力は次のとおり。 
 

系統 

τb 

（N/mm2） 
形状区分 

K－1 K－2 K－3 K－4 
主配管 4 5 2 2 

 
5.3 門型サポート 
基礎ボルト評価は、床面に設置する門型サポートに対し、地震力により基礎ボルトに発生する

引張応力とせん断応力について行う。 
 
5.3.1 計算モデル 
計算モデルを以下に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

門型サポート（M－1）基礎ボルト計算モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

門型サポート（M－2）基礎ボルト計算モデル 
 

ｈ

ｍ

基礎ボルト

ベースプレート
Ａ

ℓ 1
ℓ 2

ベースプレート部

Ａ矢視

引張側

支点側

ｈ

ｍ

基礎ボルト

ベースプレート
Ａ

ベースプレート部

Ａ矢視

支
点
側

引
張
側

ℓ 1
ℓ 2
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5.3.2 引張応力 
基礎ボルトに対する引張力は、最も厳しい条件として基礎ボルトを支点とする転倒を考え、こ

れを片側の基礎ボルトで受けるものとする。また、計算に用いる質量は、「3．質量設定」におい

て設定した質量を用いる。 
 
（1）引張力 

引張力は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-513）から導出した次式により求める。 

Fb = mCHgh-m（1-CV）gℓ1

nf（ℓ1+ℓ2）
 

 
引張力は次のとおり。 

 

系統 形状区分 Fb 

（N） 

主配管 
M－1 634.2 
M－2 1424 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

系統 形状区分
m 

（kg） 
CH 

（G）

Cv 

（G）

g 
（m/s2）

h 
（mm）

ℓ1 

（mm） 
ℓ2 

（mm） 
nf 

（－）

主配管 
M－1 97 0.4 0.2 9.80665 1200 100 100 3 
M－2 215 0.4 0.2 9.80665 1550 100 100 4 

 
（2）引張応力 

引張応力は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-515）により求める。 
 

σb = Fb
Ab

 

 
接続ボルト及び基礎ボルト断面積は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-512）により求める。 

 

Ab = π4 d2 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

対象機器 Ab 

（mm2） 
d 

（mm） 

基礎ボルト 80.21 
（M12） 10.106 
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引張応力は次のとおり。 
 

系統 形状区分 σb 

（N/mm2） 

主配管 
M－1 8 
M－2 18 

 
5.3.3 せん断応力 
基礎ボルトに対するせん断力は、基礎ボルト全本数で受けるものとする。 

 
（1）せん断力 

せん断力は耐震設計指針の（6.6.3-510）の計算式から導出した次式により求める。 
 

Qb = mCHg 
 

せん断力は次のとおり。 
 

系統 形状区分 Qb 

（N） 

主配管 
M－1 380.5 
M－2 843.4 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

系統 形状区分 m 
（kg） 

CH 

（G） 
g 

（m/s2） 

主配管 
M－1 97 0.4 9.80665 
M－2 215 0.4 9.80665 

 
（2）せん断応力 

せん断応力は、耐震設計指針の計算式（6.6.3-511）により求める。 
 

τb = 
Qb

nAb
 

 
ここで、n は全ボルト数で 4 本、基礎ボルト断面積 Abは、「5.3.2 引張応力」で算出した値

と同一である。 
 

Ab = π4 d2 
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せん断応力は次のとおり。 
 

系統 形状区分 τb 

（N/mm2） 

主配管 
M－1 1 
M－2 2 

 
5.4 許容応力 
許容引張応力及び許容せん断応力は、「計算書-1 耐震強度計算基本方針」の「6.1.3 許容応力

の算出方法」に則り設定する。 
 
（1）使用温度における材料の許容応力 

許容引張応力及び許容せん断応力の算出に用いる材料の使用温度における許容応力は次に示

す値のうち小さいほうを用いる。 
 

系統 形状区分 
F 

（N/mm2） 
Sy 0.7･Su 

主配管 

K－1 

227 389×0.7 ＝ 272 

K－2 
K－3 
K－4 
M－1 
M－2 

 
上記より、許容引張応力及び許容せん断応力の算出には、Sy 値を用いる。 

 
（2）許容引張応力 

許容引張応力の算出結果を次に示す。また、評価で用いる許容引張応力には次に示す値のう

ち、小さいほうを設定する。 
 

系統 形状区分 
許容引張応力（N/mm2） 

fts fto 

主配管 

K－1 234 170 
K－2 234 170 
K－3 234 170 
K－4 234 170 
M－1 236 170 
M－2 235 170 

 
上記より、許容引張応力は、ftoを設定する。 
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（3）許容せん断応力 
許容せん断応力は、次の値を設定する。 

 

系統 形状区分 
許容せん断応力（N/mm2） 

fsb 

主配管 

K－1 

131 

K－2 
K－3 
K－4 
M－1 
M－2 

 
5.5 評価方法 

発生応力と許容応力との比較を行う。比較した結果を以下に示す。 
 

系統 形状区分 

引張応力 
（N/mm2） 

せん断応力 
（N/mm2） 

発生値 
σb 

許容引張応力

fto 
発生値 
τb 

許容せん断応力 
fsb 

主配管 

K－1 15 170 4 131 

K－2 18 170 5 131 

K－3 10 170 2 131 

K－4 16 170 2 131 

M－1 8 170 1 131 

M－2 18 170 2 131 

 
5.6 評価結果 
サポートの基礎ボルトに発生する引張応力及びせん断応力は、許容応力以下であり耐震強度は

十分である。 
基礎ボルトとして使用する「あと施工接着系アンカー」を、「建築設備耐震設計・施工指針」2014

年版の「あと施工接着系アンカー」基づき評価した場合、壁打となる片持型の短期許容引抜荷重

は 6.1 kN であり、K－1 及び K－2 の基礎ボルト 1 本に作用する引張力（Fb）のうち、最大で

1.428 kN であることから、基礎ボルトが引き抜けることはない。 
また、床打となる短期許容引抜荷重は 9.2 kN であり、K－3、K－4、M－1 並びに M－2 の基

礎ボルト 1 本に作用する引張力（Fb）のうち、最大で 1.424 kN であることから、基礎ボルトが引

き抜けることはない。  
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6．ベースプレート評価 
支持部材の安定性を確認するため、コンクリートに発生する支圧応力及びベースプレートに発

生する曲げ応力を計算する。 
 
6.1 記号説明 
 

記 号 記        号        の        説        明 単 位 
AC ベースプレートの断面積 mm2 
b1 ベースプレート軸方方向幅 mm 
b2 ベースプレート鉛直方向幅 mm 
b3 ベースプレート評価断面幅 mm 
Cv 鉛直方向設計震度（1-Cv）Cv = 0.2 ― 
F 研究炉技術基準 第 72 条第 1 項第 2 号イに定める値 N/mm2 
Fb ボルトに作用する引張力 （1 本当たり）    N 
Fbα ボルト列に作用する総引張力 N 
FC コンクリート設計基準強度 N/mm2 
g 重力加速度（ = 9.80665） m/s2 
h ベースプレート厚さ mm 
L1 ベースプレート中心からベースプレート端部までの長さ mm 
L2 基礎ボルトピッチ mm 
m 運転時質量 kg 
Ma 圧縮力によるモーメント N･mm 
Mb 引張力によるモーメント N･mm 
n 基礎ボルトの本数 ― 

RC 圧縮力 N 
Su 設計引張強 N/mm2 
Sy 設計降伏点 N/mm2 
w 等分布荷重 N/mm 
Z 断面係数 mm3 
σC 支圧応力 N/mm2 
σa 圧縮力による曲げ応力 N/mm2 
σb 引張力による曲げ応力 N/mm2 
fC 許容圧縮応力 N/mm2 
fb 許容曲げ応力 N/mm2 
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6.2 荷重設定 
ベースプレートには、「5.2 片持型サポート」及び「5.3 門型サポート」の評価において算出

した基礎ボルトに発生する引張力及び自重（鉛直方向地震荷重を含む。）による圧縮力が作用する

ものとする。 
 
（1）圧縮力 

圧縮力は、自重及び鉛直方向地震荷重の総和とし、次のとおり。 
なお、M－2 については、2 脚に対し独立したベースプレートを取り付け、荷重を 1/2 ずつ分

散させるため、評価は 1 脚分に対して実施する。 
 

系統 
圧縮力 RC（N） 

形状区分 
K－1 K－2 K－3 K－4 M－1 M－2 

主配管 1871 1977 1995 2171 1713 1907 
 

設定に用いた要目は次のとおり。 
 

系統 形状区分 m 

（kg） 
g 

（m/s2） 
CV＊1 

（G） 

主配管 

K－1 106 9.80665 0.8 
K－2 112 9.80665 0.8 
K－3 113 9.80665 0.8 
K－4 123 9.80665 0.8 
M－1 97 9.80665 0.8 
M－2 108＊2 9.80665 0.8 

＊1：鉛直方向震度は、「1-0.2」とし、0.8 とした。 
＊2：1 脚分として、215/2＝108（kg）とした。 

 
（2）引張力 

基礎ボルト評価で算出した引張力を、保守的にボルト列に作用する総引張力に換算する。 
 

Fba = Fbn 
 

総引張力は次のとおり。 
 

系統 形状区分 総引張力 Fbα（N） 

主配管 

K－1 4576 
K－2 5712 
K－3 3103 
K－4 4828 
M－1 3806 
M－2 5696 
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計算に用いた要目は次のとおり。 
 

系統 形状区分 Fb 

（N） 
n 

（－） 

主配管 

K－1 1144 4 
K－2 1428 4 
K－3 775.7 4 
K－4 1207 4 
M－1 634.2 6 
M－2 1424 4 

 
6.3 支圧応力 
圧縮力により発生するコンクリート支圧応力 σCは、「機械工学便覧 α3 編 材料力学 第 2 章 2・

1 棒の引張り・圧縮」に示されている式から導出した計算式により計算する。 
 

σC = RC
AC

 

 
ここで、ベースプレート面積 ACは次式による。 

 
AC = b1b2 

 

系統 形状区分 AC 

（mm2） 

主配管 

K－1 62500 
K－2 62500 
K－3 62500 
K－4 62500 
M－1 131250 
M－2 62500 

 

計算に用いた要目は次のとおり。 
 

系統 形状区分 b1 
（mm） 

b2 
（mm） 

主配管 

K－1 250 250 
K－2 250 250 
K－3 250 250 
K－4 250 250 
M－1 525 250 
M－2 250 250 
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支圧応力は次のとおり 
 

系統 形状区分 
支圧応力 

σC 

（N/mm2） 

主配管 

K－1 0.1 
K－2 0.1 
K－3 0.1 
K－4 0.1 
M－1 0.1 
M－2 0.1 

 
6.4 曲げ応力 
（1）圧縮力による曲げ応力 

ベースプレートが中心で固定された状態（両端固定なし）とし、中心からベースプレート端

面までの片持梁に支圧応力が等分布するものとして計算する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 等分布荷重 
等分布荷重は、支圧応力をベースプレート幅（b1）に乗じることにより算出する。 

 
w = σCb1 

 
等分布荷重は次のとおり。 

 

系統 形状区分 
等分布荷重 

w 
（N/mm） 

主配管 

K－1 25 
K－2 25 
K－3 25 
K－4 25 
M－1 53 
M－2 25 

固定

ｗ

ベースプレート

圧縮力
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計算に用いた要目は次のとおり。 
 

系統 形状区分 σC 

（N/mm2） 
b1 

（mm） 

主配管 

K－1 0.1 250 
K－2 0.1 250 
K－3 0.1 250 
K－4 0.1 250 
M－1 0.1 525 
M－2 0.1 250 

 
② モーメント 
ベースプレートに作用するモーメントは「機械工学便覧 α3 編 材料力学 第 3 章 3・5 せ

ん断力、曲げモーメント、たわみ、傾斜の図表」に示された片持支持の式から導出した次式

により計算する。 
 

Ma = wL1
2

2  

 
モーメントは次のとおり。 

 

系統 形状区分 
モーメント 

Ma 

（N･mm） 

主配管 

K－1 195313 
K－2 195313 
K－3 195313 
K－4 195313 
M－1 1832979 
M－2 195313 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

系統 形状区分 w 

（N/mm） 
L1 

（mm） 

主配管 

K－1 25 125 
K－2 25 125 
K－3 25 125 
K－4 25 125 
M－1 53 263 
M－2 25 125 
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③ 圧縮力による曲げ応力 
ベースプレートに発生する曲げ応力 σａは、「機械工学便覧 α3 編 材料力学 第 3 章 3・3 は

りの曲げモーメントによる応力」に示されている式から導出した計算式により計算する。 
 

σa = Ma
Z  

 
断面係数 Z は、「機械工学便覧 α3 編 材料力学 第 3 章 3・2 断面二次モーメントおよび

断面係数」に示されている計算式により計算する。 
 

Z = bh2

6  

 
曲げ応力は次のとおり。 

 

系統 形状区分 
曲げ応力 

σa 

（N/mm2） 

主配管 

K－1 33 
K－2 33 
K－3 33 
K－4 33 
M－1 25 
M－2 33 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

系統 形状区分 Ma 

（N･mm） 
Z 

（mm3） 
b 

（mm） 
h 

（mm） 

主配管 

K－1 195313 6000 250 12 
K－2 195313 6000 250 12 
K－3 195313 6000 250 12 
K－4 195313 6000 250 12 
M－1 1832979 75600 525 12 
M－2 195313 6000 250 12 
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（2）引張力による曲げ応力 
引張力による曲げ応力は、両端を基礎ボルトで固定された単純梁に引張力が等分するものと

して計算する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 等分布荷重 
等分布荷重は、引張力を基礎ボルトピッチで除することにより算出する。 

 

w = Fbα
L2

 

 
等分布荷重は、次のとおり。 

 

系統 形状区分 w 

（N/mm） 

主配管 

K－1 23 
K－2 29 
K－3 16 
K－4 25 
M－1 8 
M－2 29 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

系統 形状区分 Fbα 
（N） 

L2 
（mm） 

主配管 

K－1 4576 200 
K－2 5712 200 
K－3 3103 200 
K－4 4828 200 
M－1 3806 475 
M－2 5696 200 

固定固定

ｗ

ベースプレート

引張力

基礎ボルト
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② モーメント 
ベースプレートに作用するモーメントは「機械工学便覧 α3 編 材料力学 第 3 章 3・5 せ

ん断力、曲げモーメント、たわみ、傾斜の図表」に示された両端支持の式から導出した次式

により計算する。 
 

Mb = wL2
2

8  

 
モーメントは次のとおり。 

 

系統 形状区分 
モーメント 

Mb 

（N･mm） 

主配管 

K－1 115000 
K－2 145000 
K－3 80000 
K－4 125000 
M－1 225625 
M－2 145000 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

系統 形状区分 w 

（N/mm） 
L2 

（mm） 

主配管 

K－1 23 200 
K－2 29 200 
K－3 16 200 
K－4 25 200 
M－1 8 475 
M－2 29 200 
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③ 引張力による曲げ応力 
ベースプレートに発生する曲げ応力度 σbは、「機械工学便覧 α3 編 材料力学 第 3 章 3・3 

はりの曲げモーメントによる応力」に示されている式から導出した計算式により計算する。 
 

σb = Mb
Z  

 
断面係数 Z は、「機械工学便覧 α3 編 材料力学 第 3 章 3・2 断面二次モーメントおよび断

面係数」に示されている計算式により計算する。 
 

Z = bh2

6  

 
曲げ応力は次のとおり。 

 

系統 形状区分 
曲げ応力 

σb 

（N/mm2） 

主配管 

K－1 20 
K－2 25 
K－3 14 
K－4 21 
M－1 3 
M－2 25 

 
計算に用いた要目は次のとおり。 

 

系統 形状区分 Mb 

（N･mm） 
Z 

（mm3） 
b 

（mm） 
h 

（mm） 

主配管 

K－1 115000 6000 250 12 
K－2 145000 6000 250 12 
K－3 80000 6000 250 12 
K－4 125000 6000 250 12 
M－1 225625 75600 525 12 
M－2 145000 6000 250 12 
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6.5 許容応力 
（1）コンクリート許容圧縮応力 

コンクリートの許容圧縮応力 fc は、「コンクリート計算規準 第 6 条 許容応力 表 6.1 コンク

リートの許容応力」の式により計算する。 
なお、JMTR におけるコンクリートの設計基準強度 FCは 20.59 N/mm2である。 

 

fC = 2FC
3  

 
許容圧縮応力は次のとおり。 

 

系統 形状区分 

許容圧縮応力 

fc 

（N/mm2） 

主配管 

K－1 

13 

K－2 
K－3 
K－4 
M－1 
M－2 

 
（2）許容曲げ応力 

ベースプレートの許容曲げ応力 fb は、「研究炉技術基準 第 72 条 第 1 項 第一号イの（ニ）

の（4）」の計算式に、耐震技術指針から要求される 1.5 を乗じた計算式で計算する。 
 

fb = 1.5 F
1.3 

 
許容曲げ応力の算出に用いる材料の使用温度における許容応力 F は次に示す値のうち小さい

ほうを用いる。 
 

系統 形状区分 
F 

（N/mm2） 
Sy 0.7・Su 

主配管 

K－1 

227 389×0.7＝272 

K－2 
K－3 
K－4 
M－1 
M－2 

 
上記より、許容引張応力及び許容せん断応力の算出には、Sy 値を用いる。 

JAEA-Technology 2021-045

- 104 -



 

 

 
許容曲げ応力は次のとおり。 

 

系統 形状区分 

許容圧縮応力 

fb 

（N/mm2） 

主配管 

K－1 

261 

K－2 
K－3 
K－4 
M－1 
M－2 

 
6.6 評価方法 
発生応力と許容応力との比較を行う。比較した結果を以下に示す。 

 
（1）コンクリート部 
 

系統 形状区分 
支圧応力 

σC 

（N/mm2） 

許容圧縮応力 
fc 

（N/mm2） 

主配管 

K－1 0.1 

13 

K－2 0.1 
K－3 0.1 
K－4 0.1 
M－1 0.1 
M－2 0.1 

 
（2）ベースプレート部 
 

系統 形状区分 

曲げ応力 
（N/mm2） 許容曲げ応力 

fb 

（N/mm2） σa 

（圧縮応力）

σb 

（引張応力）

主配管 

K－1 33 20 

261 

K－2 33 25 
K－3 33 14 
K－4 33 21 
M－1 25 3 
M－2 33 25 
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6.7 評価結果 
サポートのベースプレートと取合うコンクリート部に発生する支圧応力及びベースプレートに

発生する曲げ応力は、許容応力以下であり耐震強度は十分である。 
 
 
7．総合評価 
サポートの耐震計算の結果、固有振動数については、20 Hz 以上の剛体とするため、使用する

部材の全長及び質量に制限を設けた構造とした。 
また、サポートの基礎ボルトに発生する引張応力、せん断応力並びにベースプレートと取り合

うコンクリート部に発生する支圧応力及びベースプレートに発生する曲げ応力は、許容応力以下

であり、配管系の支持において耐震強度は十分であることを確認した。 
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付録 4 空気系統用冷却設備の風荷重評価 
 

付録 1 の第八条（外部からの衝撃による損傷の防止）のうち、二次冷却系統冷却塔の倒壊事象

を踏まえ、建築基準法に基づいて、空気系統用冷却設備の冷却塔の風荷重の評価を示す。 
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空気系統用冷却設備の風荷重計算書 
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1．概要 
本書は、原子力規制委員会に申請した JMTR 原子炉施設の廃止措置計画認可申請書のうち、「七 

性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその維持すべき期間」の「2．空気系統

用冷却設備の配置」で示した主要機器の設置に先立ち実施する冷却塔の風荷重評価に関する基本

方針及び評価結果を示すものである。 
 
2．評価対象 
評価対象は、空気系統用冷却設備を構成する以下の主要機器に対して実施する。また、評価は、

「3．適用規格・基準」の規格に則るものとし、各機器の主要な要目について、風荷重計算書で示

す。 
（1）冷却塔 
 
3．適用規格・基準 
（1）建築基準法 
（2）建築基準法施行令 
（3）平成 12 年建設省告示第 1458 号（計算式）及び同第 1454 号（各地の基準風速） 
（4）発電用原子力設備規格 材料規格 
（5）建築設備耐震設計・施工指針 2014 年版 
 
4．風荷重の評価式 
風荷重は、式（1）により算出する。 

 
P = CqA （1） 

 
P ：風荷重 （N） 
C ：風力係数 （－） 
q ：速度圧 （N/m2）

A ：見付面積 （m2） 
 
速度圧は、建築基準法施行令により定められた式（2）による。この式において q、E 及び V0

は、それぞれ以下の数値を表すものとする。 
 

q = 0.6EVo
2 （2） 

 
q ：速度圧 （N/m2） 
E ：地盤面からの高さ及び周辺の地域に存する建築物その他の工作物、樹木

その他の風速に影響を与えるものの情況に応じて国土交通大臣が定める

方法により算出した数値（参考：建設省告示第 1454 号）（－） 
𝑉𝑉�� ：その地方における過去の台風の記録に基づく風害の程度その他の風の

性状に応じて 30 m/s から 46 m/s までの範囲内において国土交通大臣が

定める風速（m/s） 
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E の数値は、建設省告示第 1454 号から、式（3）によって算出するものとする。この式におい

て、Er 及び Gf は、それぞれ次の数値を表すものとする。 
 

E = Er2･Gf （3） 
 

Er ：平均風速の高さ方向の分布を表す係数 （－） 
Gf ：ガスト影響係数 （－） 

 
Er は、平成 12 年建設省告示第 1454 に基づき算出するものとする。ただし、局地的な地形や

地物の影響により平均風速が割り増されるおそれのある場合においては、その影響を考慮しなけ

ればならない。Gf は、平成 12 年建設省告示第 1454 の地表面粗度区分及び H に応じて同告示に

掲げる数値とする。 
なお、V0は 34 m/s である。 

 
5．空気系統用冷却設備の冷却塔 
空気系統用冷却設備の冷却塔の概略図を図 1 に示す。 
 

 
 

図 1 空気系統用冷却設備の冷却塔の概略図 
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6．強度計算 
空気系統用冷却設備の冷却塔の風荷重算出に用いるモデル図を図 2 に示す。 

 

 
（mm）    

 
図 2 空気系統用冷却設備の冷却塔の風荷重算出に用いるモデル図 

 
 

6.1 速度圧 
表 1 より、空気系統用冷却設備の冷却塔の高さは 5 m 以下で Er（平均風速の高さ方向の分布

を表す係数）を決定し、表 2 より地表面粗度区分に応じたガスト影響係数により、速度圧を算出

した。その結果を表 3 に示す。 
 

表 3 空気系統用冷却設備の冷却塔に負荷される速度圧 q 
Er 

（－） 
Gf 

（－） 
E 

（－） 
V 

（m/s） 
q 

（N/m2） 

0.70 2.5 1.23 34 853.13 

 
 

6.2 風荷重 
空気系統用冷却設備の冷却塔は、冷却塔本体と送風機スタックに負荷を受けたことから、風荷

重はこれらの合計値が最大である。その結果を表 4 に示す。 
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表 4 空気系統用冷却設備の冷却塔の風荷重 P 

計算対象 q 
（N/m2） 

A 
（m2） 

C 
（－） 

P 
（N） 

冷却塔本体 853.13 3.29 1.2 3369 

送風機スタック 853.13 0.39 0.7 233 

   合 計 3602 

 
 
6.3 基礎ボルトの評価 
空気系統用冷却設備の冷却塔に風による水平荷重が発生した場合の基礎ボルトに発生する引張

応力とせん断応力の評価を行い、倒壊の有無を確認した。基礎ボルトに発生する引張応力は最も

厳しい条件として、基礎ボルトを支点とする転倒を考え、これを片側の基礎ボルトで受けるもの

として計算する。ボルトに作用する引張力は、式（4）で示される。 
 

Rb=（P･h1-m･g･ℓ1） nf･ℓ2�  （4） 
 

Rb ：基礎ボルト 1 本あたりの引張力 （N） 
P ：風荷重 （N） 
h1 ：地面からの高さ（中心位置） （mm） 
m ：冷却塔の質量 （kg） 
g ：重力加速度 （m/s2） 
ℓ1 ：中心位置から基礎ボルトまでの距離 （mm） 
ℓ2 ：中心位置から基礎ボルトまでの距離 （mm） 
nf ：引張力を受けるボルトの評価本数 （－） 

 
表 5 空気系統用冷却設備の冷却塔の基礎ボルト 1 本あたりに負荷される引張力 Rb 
P 

（N） 
m 

（kg） 
g 

（m/s2） 
h1 

（mm）

ℓ1 

（mm）

ℓ2 

（mm）

nf 
（－） 

Rb 
（N） 

3602 810 9.80665 1180 731 1462 2 -532 

 
ここで、図 1 より冷却塔の運転質量は 670 kg であるが、設計裕度から冷却塔の質量 m は、運

転質量の 2 割増しとし、810 kg とする。その結果を表 5 に示す。引張応力は、引張力が負側に

なったため、計算は省略する。 
基礎ボルトのせん断応力は、表 4 に示す風荷重を基礎ボルトの全本数で受けるものとして、次

式により算出する。 
 

τb =  P n･Ab⁄  （5） 
 

Ab =  π･d2 4⁄  （6） 
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𝜏𝜏� ：せん断応力 （N/mm2） 
Ab ：ボルトの断面積 （mm2） 
n ：ボルトの本数 （－） 
d ：ボルトの谷径 （mm） 

 
表 6 風荷重に対する基礎ボルトのせん断応力 

P 
（N） 

d 
（mm） 

Ab 

（mm2） 
n 

（－） 
τb 

（N/mm2） 

3602 13.835 150.3 4 6 

 
 
7．基礎ボルトの許容応力 
7.1 許容応力の算出方法 
基礎ボルトの許容引張応力及び許容せん断応力は、次式により求める。基礎ボルトの許容引張

応力については、式（7）及び式（8）により求めた値のうち、引張力とせん断力を同時に受ける

ボルトの許容引張応力（fts）または、引張力のみを受けるボルトの許容引張応力（fto）のうち小さ

い方の値を適用する。また、許容せん断応力（𝑓𝑓��）は、式（9）で求める。 
 
【許容引張応力】 
 

fts = 1.4･ft0-1.6･τb （7） 
 

fto = 1.5･F 2⁄  （8） 
 
 

fts ：引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（N/mm2） 
fto ：引張力のみを受けるボルトの許容引張応力      （N/mm2） 
F ：発電用原子力設備規格 材料規格（JSME S NJ1-2013）Part3 第

1 章 表 6（Sy）に定める値または、同 Part3 第 1 章 表 7（Su）
に定める値に 0.7 倍した値のいずれか小さい方の値（N/mm2） 

 
【許容せん断応力】 
 

fsb = 1.5･F 1.5√3⁄  （9） 
 

F ：許容引張応力の F と同一          （N/mm2） 
Fsb ：せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力（N/mm2） 

 
本評価で用いる基礎ボルトの許容引張応力及び許容せん断応力は、表 7 で示す値のうち小さい

方を用い、表 8 の計算結果から、fto を用いることとする。許容せん断力 fsb については、式（9）
より算出した値を用いる。 
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表 7 発電用原子力設備規格から引用した基礎ボルトの F 値 

計算対象 
F （N/mm2） 

Sy Su×0.7 

基礎ボルト 227 272 

 
表 8 基礎ボルトの許容引張応力及び許容せん断応力の評価値 

計算対象 
許容引張応力 
（N/mm2） 

許容せん断応力

（N/mm2） 

fts fto fsb 

基礎ボルト 228 170 131 

 
 
7.2 評価結果 
風荷重による基礎ボルトの発生応力と許容応力の計算結果を表 9 に示す。この結果から、許容

応力以下であり、風荷重に対する強度は十分に満足している。また、基礎ボルトとして使用する

「あと施工接着系アンカー」を「建築設備耐震設計・施工指針」2014 年版に基づき評価した場合、

あと施工接着系アンカーの短期許容引抜荷重は 12 kN であり、本風荷重評価における冷却塔の基

礎ボルト 1 本に作用する引張力は負側であることから、基礎ボルトが引き抜けることはない。 
 

表 9 基礎ボルトの許容引張応力及び許容せん断応力の評価値 

計算対象 
引張応力（N/mm2） 許容せん断応力（N/mm2） 

発生値 
σb 

許容値 
fto 

発生値 
τb 

発生値 
fsb 

基礎ボルト － 170 6 131 

 
 
以上のとおり、空気系統用冷却設備に使用する冷却塔は既製品のものとし、主な部材として、

骨材が鋼材（溶融亜鉛めっき）、外板、ルーバ等が硬質塩化ビニル樹脂から構成されている機器と

することから、第八条 外部からの衝撃による損傷防止に係る対策に対して、倒壊しない設計と

した。 
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8．計算精度 
記載する数値の丸め方は次に示すとおりとする。 

 
数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

平均風速の高さ方向

の分布を示す係数 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

ガスト影響係数 ― ― ― ― 
速度圧の高さを示す

係数 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

基準風速 m/s ― ― ― 
速度圧 N/mm2 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

長さ mm ― ― ― 
面積 mm2 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

風力係数 ― ― ― ― 
風荷重 N 小数点以下第 1 位 切上げ 整  数  位 
質量 kg ― ― ― 

重力加速度 m/s2 ― ― ― 
引張力 N 小数点以下第 1 位 切上げ 整  数  位 

ボルト軸断面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁 
F 値 N/mm2 小数点以下第 1 位 切捨て 整  数  位 

算出応力 N/mm2 小数点以下第 1 位 切上げ 整  数  位 
許容応力 N/mm2 小数点以下第 1 位 切捨て 整  数  位 

＊1：原子炉設置変更許可書記載値を除く。 
＊2：JSME に記載された温度の中間における降伏点および引張強さは、比例法により補間した

値の小数点以下第 1 位を切捨て、整数位までの値とする。 
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付録 5 空気系統用冷却設備の耐圧強度評価 
 

付録 1 の第十二条（材料及び構造）のうち、空気系統用冷却設備の配管について、「研究炉技

術基準」に基づいた耐圧強度評価の計算書を示す。 
 
 
  

JAEA-Technology 2021-045

- 121 -



This is a blank page. 



This is a blank page. 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
計算書 

 
空気系統用冷却設備の耐圧強度計算書 
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1．評価方針 
空気系統用冷却設備に用いる配管の耐圧強度計算は、試験研究用原子炉施設に関する構造等の

技術基準「平成 15 年 5 月 30 日（15 科原安第 13 号）」（以下「研究炉技術基準」という。）に基づ

いて計算を行い、十分な強度を有することを確認する。 
 
2．設計条件 
（1）主配管 

計算対象及び評価形状 材料 
最高使用圧力

（MPa） 
[gage] 

最高使用温度 
（℃） 機器区分 

主配管 50A-Sch40 STPG370＊ 0.5（内圧） 60 第 4 種管 
80A-Sch40 

＊：JIS G 3454「圧力配管用炭素鋼鋼管」 
 
（2）フランジ 
フランジについては、研究炉基準第 56 条第 1 項第五号のフランジへの要求事項に従い、JIS 規

格品を用いるものとする。 
 
（3）配管継手 
配管継手については、研究炉基準第 56 条第 1 項第七号の管継手への要求事項に従い、JIS 規格

品を用いるものとする。 
 
3．評価方法 
実際に使用する主配管の厚さが、研究炉技術基準の第 40 条第 1 項第一号及び三号から要求さ

れる厚さ以上であること確認する。以下に研究炉技術基準からの要求事項を示す。 
 
（1）第 40 条第 1 項第一号 

内圧を受ける管にあっては、次の計算式により計算した値。 
 

t = PDo
2Sη+0.8P 

 
ここで、 

 
t ：管の計算上必要な厚さ （mm） 
P ：管の内面に受ける最高の圧力 （MPa） 
D ：管の外径 （mm） 
S ：発電用原子力設備規格 材料規格（JSME 

S NJ1-2012）Part 3 第 1 章表 3 材料の各

温度における許容引張応力 

（N/mm2） 

η ：長手継手の効率 （－） 
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（2）第 40 条第 1 項第三号 
熱交換器用の管以外の管で炭素鋼にあっては、次の表の左欄に掲げる管の外径に応じ、それぞ

れ同表の右欄に掲げる値である。 
 

管の外径 
（mm） 

管の厚さ 
（mm） 

25 未満 1.4 
25 以上  38 未満 1.7 
38 以上  45 未満 1.9 
45 以上  57 未満 2.2 
57 以上  64 未満 2.4 
64 以上  82 未満 2.7 
82 以上  101 未満 3.0 

101 以上  127 未満 3.4 
127 以上 3.8 

 
4．評価結果 
研究炉技術基準における管の外径に応じた厚さと比較した結果を次表に示す。この結果、主配

管の呼び径における厚さが、研究炉基準における炭素鋼鋼管の必要厚さ以上であり、耐圧強度は

十分であることを確認した。 
 

主配管 P 
（MPa） 

Do 
（mm） 

S 
（N/mm2）

η 
（－）

評  価 
計算上必要

な厚さ 
t 

（mm）

管の外径に

応じた厚さ 
 

（mm） 

主配管の

厚さ＊ 
 

（mm）

50A-Sch40 0.5 60.5 93 1 0.2 2.4 3.4 

80A-Sch40 0.5 89.1 93 1 0.3 3.0 4.8 
＊：主配管の厚さは、JIS G 3454：2017「圧力配管用炭素鋼鋼管」の厚さの許容差におけるマイ

ナス側の公差を差し引いた値 
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空気系統用冷却設備は、主配管の他に付属配管（補給水及び薬剤注入配管等）については、JIS 
G 3454「圧力配管用炭素鋼鋼管」のうち、呼び径 8A-Sch40 から 50A-Sch40 の範囲で適宜使用す

るものとし、「3．評価方法」により評価した結果、すべて研究炉基準で示された必要厚さ以上で

あることを確認した。以下に評価結果を示す。 
 

研究炉技術基準 JIS G 3454 
「圧力配管用炭素鋼鋼管」 第 40 条第 1 項 

第一号 
（mm） 

第 40 条第 1 項第三号 
管の外径 
（mm） 

管の厚さ 
（mm） 

呼び径 
（mm） 

厚さ＊ 
（mm） 

0.1 
25 未満 1.4 

8A（φ13.8） 1.7 
0.1 10A（φ17.3） 1.8 
0.1 15A（φ21.7） 2.3 
0.1 25 以上 38 未満 1.7 

20A（φ27.2） 2.4 
0.1 25A（φ34.0） 2.9 
0.2 38 以上 45 未満 1.9 32A（φ42.7） 3.1 
0.2 45 以上 57 未満 2.2 40A（φ48.6） 3.2 
0.2 57 以上 64 未満 2.4 50A（φ60.5） 3.4 

＊：主配管の厚さは、JIS G 3454：2017「圧力配管用炭素鋼鋼管」の厚さの許容差におけるマイ

ナス側の公差を差し引いた値 
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付録 6 門型サポートの隅肉溶接部に関する強度計算書 
 

付録 1 の第十二条（材料及び構造）のうち、空気系統用冷却設備のサポート溶接部について、

「研究炉技術基準」に基づいた耐震強度評価の計算書を示す。 
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計算書 

 
門型サポートの隅肉溶接部に関する 

強度計算書 
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1．はじめに 
空気系統用冷却設備の配管施行に用いるサポート No.40 から No.44 については、最大質量 177 

kg が高さ 1068 mm の位置に負荷されていること及び支持部材である H 鋼とベースプレートと

の接続が隅肉溶接であることから、地震荷重に対する隅肉溶接部の健全性について確認する。 
 
2．適用規格・基準 
（1）試験研究用原子炉施設に関する構造等の技術基準「平成 15 年 5 月 30 日（15 科原安第 13

号）」（以下「研究炉技術基準」という。） 
（2）原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG4601-1987）（以下「耐震設計指針」という。） 
（3）発電用原子力設備規格 材料規格（2012 年版）JSME S NJ1-2012 日本機械学会（以下「JSME」

という。） 
（4）日本産業規格 
（5）機械工学便覧 α.基礎編 2007（以下「機械工学便覧」という。） 
（6）各種合成構造設計指針 日本建築学会 2010 
 
3．計算条件及び計算モデル 
（1）計算条件 

計算条件は、次のとおり。また評価に用いる最大質量及び負荷位置は「計算書－7 サポート

の耐震強度計算」で示した門型サポート（M－2）の 20 Hz 以上となる最大値を用いるものとす

る。 
 

最大質量 
（kg） 

負荷位置 
（mm） 

設計温度

（℃） 
水平地震力

（G） 
材質 

（溶接部） 溶接継手 

215 
（177）＊ 

1550 
（1068）＊ 60 0.4 SS400 相当 隅肉全周溶接

＊：実際の据付状態における最大質量及び負荷位置の公称値 
 
（2）計算モデル 

計算対象は、門型のサポートであり最上段の部材で荷重を支持しているが、本評価において

は、2 本の柱材で最大質量を保持するものとし、以下に示す片持ち梁にモデル化し計算を実施

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（mm）    
門型サポート(M－2)の計算モデル 

W＝215kg

Ｃｈ＝0.4G

6全周

H125×125×6.5×9
H鋼

L
＝
1
5
5
0

W/2＝107.5kg

L
＝
1
5
5
0

W＝107.5kg

Ｃｈ＝0.4G

評価点
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4．強度計算 
強度計算は、溶接部に作用する曲げ応力及び溶接方向に作用するせん断応力を組合せた「等価

せん断応力」を算出する。 
 
4.1 溶接部形状 
隅肉全周溶接部の仕様を以下に示す。また、溶接部の評価モデル図を別添に示す。 

 
脚長 S  ＝ 6 mm 
のど厚 at  ＝ S / √2 = 4.2 mm 
溶接長 L1  ＝ 754 mm 
溶接部有効長 L2  ＝ 653 mm 
低減係数 L2 / L1  ＝ 0.8 

 
4.2 応力計算 
（1）曲げ応力 

溶接部に作用する曲げ応力は、「機械工学便覧 α3 編 材料力学 第 3 章 3・3 はりの曲げモー

メントによる応力」に示された次式により計算する。 
 

σM = My
I  

 
ここで、y は溶接部の中立軸であり荷重位置における中立軸は次式による。 

 

y = d1
2  = 66.7 mm  

 
また、Ｉは断面 2 次モーメントであり次式による。 

 

I = ൫a1d1
3-�a1-t1�h1

3൯
12 - ൫a2d2

3-�a2-t2�h2
3൯

12  = 8676381 mm4 

 
ここで、溶接長における低減を考慮した断面 2 次モーメントは次のとおり。 

 
8676381 × 0.8 = 6941104 mm4 

 
曲げ応力は次のとおり。 

 

計算対象 σM 

（N/mm2） 

隅肉溶接部 7 

 
計算に用いた要目等は次のとおり。 
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記号 記号説明 数値 単位 

M 曲げモーメント 653614＊ N･mm 
a1 全幅（溶接部含む） 133.4 mm 
d1 全高（溶接部含む） 133.4 mm 
t1 ウェーブ部厚さ（溶接部含む） 14.9 mm 
h1 ウェーブ部高さ（溶接部含む） 98.6 mm 
a2 全幅（H 鋼部） 125 mm 
d2 全高（H 鋼部） 125 mm 
t2 ウェーブ部厚さ（H 鋼部） 6.5 mm 
h2 ウェーブ部高さ（H 鋼部） 107 mm 

＊：M = W・g・Ch・L = 107.5 × 9.80665 × 0.4 × 1550 = 653614 N･mm 
 
（2）せん断応力 

溶接方向に作用するせん断応力は耐震設計指針に示された次式による。 
 

① せん断力 
 

Qty = W・g・Ch = 107.5 × 9.80665 × 0.4 = 422 N 
 

② せん断応力 
 

σty = 
Qty

atL2
 = 0.2 N/mm2 

 
（3）等価せん断応力 

曲げ方向及び溶接方向を組み合わせた等価せん断応力は次式により算出する。 
 

στ = �σtx2+σty2 

 

計算対象 στ 

（N/mm2） 
隅肉溶接部 8 

 
4.3 許容せん断応力 
許容せん断応力は、耐震設計指針に示された次式に、研究炉基準による隅肉溶接部の継手効率

を用いて算出する。 
 

ft = 1.5 F
1.5√3

0.45 
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溶接部の主要材質は、SS400 相当である。また、Ｆ値における降伏点又は耐力の区分は、各種

合成構造設計指針「3.3.1 梁用構造の許容応力度」から 235 N/mm2 とし、JSME 付録材料図表

Part3 第 1 章表 6（Sy）に定める値、付録材料図表 Part3 第 1 章表 7（Su）に定める値の 0.7 倍

の値のいずれか小さい方の値を F 値に設定する。 
 

Sy 値 ＝ 227 
0.7・Su 値 ＝ 389 × 0.7 ＝ 272 N/mm2 

 
従って、F 値は Sy 値とし、許容せん断応力は次のとおり。 

 

許容せん断応力

ft 
（N/mm2） 

58 

 
5．評価方法 
発生応力と許容応力との比較を行う。比較した結果を以下に示す。 

 

計算対象 
等価せん断応力 

στ 
（N/mm2） 

許容せん断応力 
ft 

（N/mm2） 

隅肉溶接部 8 58 

 
6．評価結果 
門型サポート No.40 から No.44 の隅肉溶接部に発生する等価せん断応力は、許容せん断応力以

内であり、耐震強度は十分である。 
 

以 上 
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別添 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

溶接部の評価モデル図 

133.4

125

1
25

1
07

98
.6

17
.49

6.5

14.9

17
.49

Ｙ

66
.7

6
6.
7

：溶接部(幅＝のど厚)

単位：(mm)

6

6

(脚長)

(脚
長

)4.2
(のど厚)

隅肉溶接部仕様

1
33
.4
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